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【本マニュアルの目的】 

 本マニュアルは、時間外労働等改善助成金（団体推進コース）を実施する際の手続や準

備する資料等について、基本的事項を記載しております。 

助成金の申請及び改善事業を実施する際には、助成事業の適正かつ効果的な実施のため、

交付要綱・支給要領をよく確認いただくとともに、本マニュアルを活用ください。 

 

【留意すべき事項】 

○助成金の経理処理は、通常の商取引や商慣行とは異なります。 

・実費弁済の考え方（事業主団体等が実際に事業に要した経費を支払います。） 

・改善事業とその他の事業との区分管理 

・時系列での資料整理（いつ実施したのか、日付が確認できるようにしてください。） 

○本マニュアルは、申請手続及び事業実施等に関する基本的な考え方を示したものであり、

状況に応じた適切な考え方に基づいていれば、本マニュアルに必ずしも沿わない処理で

あっても認めることがあります。 

○不正受給（偽りその他の不正行為によって助成金を受け、又は受けようとすること）が

あった場合、次のように厳しく取り扱われます。 

・支給前の場合は助成金が支給されません。 

・支給後に発覚した場合は、支給された助成金を返還しなければなりません。 

・不正受給が発覚した場合には、原則事業主団体等の公表を行います。このことにあら

かじめ同意していただけない場合には、助成金は支給されません。また、不正受給の

処分決定日から起算して３年間は、その不正受給に係る事業主に対して助成金は支給

されません。 

・不正受給した事業主が、５年以下の懲役又は 100 万円以下の罰金に処せられることが

あります。 

〇不明な点があれば、最寄りの都道府県労働局雇用環境・均等部（室）にご相談くださ

い。 



- 3 - 
 

目次 

 

Ⅰ 時間外労働等改善助成金（団体推進コース）の概要 ・・・・・・・・・ ４ 

   １ 助成金の目的 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４ 

   ２ 支給対象となる取組 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４ 

   ３ 対象となる事業主団体等 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５ 

   ４ 成果目標について ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ６ 

   ５ 助成金の支給額について ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ６  

   ６ 事業で認められる経費 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ７ 

Ⅱ 申請書類等及び添付書類の提出 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 12 

   １ 手続きフローチャート ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 12 

   ２ 交付申請書の提出 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 13 

   ３ 交付決定後に事業の内容を変更しようとする場合の手続き ・・・ 13 

   ４ 事業の実施 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 14 

   ５ 支給申請書の提出 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 14 

   ６ その他の手続き ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 15 

   ７ その他 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 16 

   ８ 問い合わせ、申請書類等の提出先 ・・・・・・・・・・・・・・ 16 

Ⅲ 申請書類等の書き方と留意点 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 17 

交付申請書関係（様式第１号） ・・・・・・・・・・・・・・・・・ 17 

事業実施計画変更申請書関係（様式第４号） ・・・・・・・・・・・ 34 

事業中止・廃止承認申請書（様式第７号） ・・・・・・・・・・・・ 37 

事業完了予定期日変更報告書（様式第８号） ・・・・・・・・・・・ 38 

事業実施状況報告書（様式第９号） ・・・・・・・・・・・・・・・  39 

支給申請書関係（様式 10 号、様式 11 号） ・・・・・・・・・・・  40 

消費税額の確定に伴う報告書（様式第 14 号） ・・・・・・・・・・ 49 

交付申請時の提出書類一覧 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 50 

   事業実施計画変更申請時の提出書類一覧 ・・・・・・・・・・・・・ 52 

   支給申請時の提出書類一覧 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 53 



- 4 - 
 

Ⅰ 時間外労働等改善助成金（団体推進コース）の概要 

１ 助成金の目的 

「団体推進コース」は、中小企業事業主の団体や、その連合団体（以下「事業主団体

等」といいます。）が、その傘下の事業主のうち、労働者を雇用する事業主（以下「構

成事業主」といいます。）の労働者の労働条件の改善のために、時間外労働の削減や賃

金引上げに向けた取組を実施した場合に、その事業主団体等に対して重点的に助成金を

支給するものです。 

 

２ 支給対象となる取組 

  上記の目的を達成するために、以下の取組のうち１つ以上を行ってください。 

改善事業 改善事業の取組例 

市場調査の事業 構成事業主や業界全体における現状や意識等を調査・

把握するためのアンケート調査、ヒアリング調査及び

その改善に向けた取組など。 

新ビジネスモデル開発、実験の事

業 

販路開拓に向けた試作品の製造・テスト販売など。 

 

材料費、水光熱費、在庫等の費用

の低減実験（労働費用を除く。）

の事業 

生産性向上に向けた、１商品当たりの製造に係る材料

費等の低減実験など。 

 

下請取引適正化への理解促進等、

労働時間等の設定の改善に向け

た取引先等との調整の事業 

発注者、荷主、顧客等の取引先等に対し、労働時間等

の設定の改善や賃金引上げに向けた理解と協力を得る

ための働きかけとして、連絡会議の開催、そのための

資料の作成など。 

販路拡大等の実現を図るための

展示会開催及び出展の事業 

上記の試作品や、既存の製品の販路拡大に向けた展示

会や商談会の開催の事業など。 

好事例の収集、普及啓発の事業 労働時間等の設定の改善や賃金引上げに向けた好事例

を収集、その結果を構成事業主に周知するための好事

例集の作成など 

セミナーの開催等の事業 構成事業主における労働時間等の設定の改善や賃金引

上げに向けた気運の醸成のためのセミナーの開催など 

巡回指導、相談窓口の設置等の事

業 

労働時間短縮や賃金引上げに向けた外部専門家による

継続的な指導、相談窓口による相談対応の事業など。 

構成事業主が共同で利用する労

働能率の増進に資する設備・機器

の導入・更新の事業 

共同で使用する携帯用成分分析計、福祉車両、工作機

械等の導入やその利用に当たってのマニュアル策定な

ど。 

人材確保に向けた取組の事業 

 

構成事業主における求人募集を事業主団体等が取りま

とめて求人情報サイトや新聞等に求人広告の掲載、各

種採用説明会を開催することなど。 
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３ 対象となる事業主団体等 

  次の(1)～(4)のいずれにも該当する団体となります。 

 (1) 構成事業主が３以上で組織する、次の①または②のいずれかに該当する事業主団体

等 

    なお、①に該当する事業主団体が他の事業主団体等と共同で改善事業を実施する場

合は、②に準じる協定書を締結してください。  

①事業主団体 

 ア 法律に規定する団体 

    事業協同組合、事業協同小組合、信用協同組合、協同組合連合会、企業組合、

協業組合、商工組合、商工組合連合会、都道府県中小企業団体中央会、全国中小企

業団体中央会、商店街振興組合、商店街振興組合連合会、商工会議所（日本商工会

議所を含む。）、商工会（商工会連合会を含む。）、一般社団法人及び一般財団法

人 

イ 上記以外の法人格を有する事業主団体であって、次の(ア)から(エ)に該当する団体 

  (ア) 団体の目的、組織、運営及び事業内容を明らかにする規約、規則等を有する。 

  (イ) 法人格を有する代表者が置かれているほか、事務局の組織が整備されている。 

  (ウ) 過去の事業活動状況、財政能力からみて、構成事業主における労働時間等の

設定の改善に向けた気運の醸成、啓発等の事業を効果的かつ適正に実施できる。 

  (エ) 定款、会則等において、構成事業主への指導等の規定を有している。 

②共同事業主 

   共同する全ての事業主の合意に基づく協定書（※）を締結していることが要件となり

ます。 

 ※協定書に盛り込む事項（31 頁～32 頁参照） 

代表事業主名（法人格を有すること）、共同事業主名、改善事業に要する全ての経

費の負担に関する事項、有効期間、協定年月日及び共同事業主を構成する全ての事業

主の記名押印 

(2) 労働者災害補償保険の適用事業主であること。 

(3) 次のいずれかに該当する中小企業事業主の占める割合が、構成事業主（共同事業主

については、代表事業主を除く事業主）全体の２分の１を超えていること。 

業種 
Ａ．資本又は 

出資額 

Ｂ．常時雇用 

する労働者 

小売業 小売業、飲食店など 5,000 万円以下 50 人以下 

サービス業 
物品賃貸業、宿泊業、医療、

福祉、複合サービス事業など 
5,000 万円以下 100 人以下 

卸売業 卸売業 １億円以下 100 人以下 

その他の業種 
農業、林業、漁業、建設業、

製造業、運輸業、金融業など 
３億円以下 300 人以下 
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 【参考】日本標準産業分類 

 
(4) その他、事業主団体等に事業活動状況に問題がない、財政が健全であること、補助金

との不正使用等事案がないことが要件となります。 

 

４ 成果目標について 

  ２の支給対象となる取組は、成果目標の達成を目指して実施してください。 

  「成果目標」は「改善事業の取組内容について、事業主団体等が事業実施計画で定め

る時間外労働の削減又は賃金引上げに向けた改善事業の取組を行い、構成事業主の２分

の１以上に対して、その取組または取組結果を活用すること」とし、具体的には、改善

事業の取組内容について、好事例集として構成事業主に送付、事業主団体の HP、会報誌

等による周知を行うことなどにより、構成事業主が活用できる状態にすることです。 

 

５ 助成金の支給額について 

成果目標の達成に向けて取り組んだ場合に、改善事業の実施に要した費用を支給しま

す。 

具体的には、以下の（１）～（３）のうち、いずれか低い額を支給します。 

（１）上限額 

  500 万円。ただし、以下の全てに該当する場合は、「都道府県単位または複数の都道

府県単位で構成する事業主団体等」として、上限額１，０００万円となります。 

  ① ３（１）①に該当する事業主団体等 
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  ② 構成事業主が１０以上であること 

  ③ 構成事業主の所在地が都道府県内の複数の市区町村又は複数の都道府県であるこ

と 

  ④ 定款、会則等において、都道府県内の複数の市区町村又は複数の都道府県の事業

主を構成事業主とすることが明らかであること（複数の事業主団体が協定書の締結

により事業を共同で行う場合を含む。）。 

（２）総事業費から収入額を控除した額 

試作品のテスト販売、セミナーの受講料の徴収など、改善事業を行うことで、収入が

発生する場合（見込み含む。）は、当該額を算出します。 

（３）対象経費の合計額 

  改善事業の取組ごとの合計額を算出します。 

なお、改善事業ごとに上限額を定めております。 

 

【単位：千円】 

事業の内容 

団体規模別上限額 

都道府県単位又は複数の

都道府県単位で構成する

事業主団体等 

左記以外 

市場調査の事業 １，０００ ５００ 

新ビジネスモデル開発、実験の事業 ３，０００ ３，０００ 

材料費、水光熱費、在庫等の費用の低減実

験（労働費用を除く。）の事業 

１，０００ ５００ 

下請取引適正化への理解促進等、労働時間

の設定の改善に向けた取引先等との調整の

事業 

５００ ２００ 

販路の拡大等の実現を図るための展示会及

び出展の事業 

１，０００ ５００ 

好事例の収集、普及啓発の事業 

（集計・資料作成等を含む。） 

２，０００ １，０００ 

セミナーの開催等の事業(１回当たり) １，０００ ５００ 

巡回指導、相談窓口の設置等の事業 

(１)全体説明会（１回当たり）(※) 

(２)巡回形式個別指導（全体） 

(３)相談会形式個別指導（１回当たり）(※) 

 

５００ 

２，０００ 

５００ 

 

２００ 

１，０００ 

２００ 

共同機器の導入・更新の事業 ３，０００ ３，０００ 

人材確保に向けた取組の事業 ２，０００ １，０００ 

※ １回とは、同日または連続する複数の期間をいいます。 
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６ 事業で認められる経費 

  助成対象となる経費は、事業費として、次に掲げる経費となります。 

（1）謝金 

改善事業の遂行に必要な指導・助言等を受けるために依頼した専門家等に謝礼として

支払われる経費。 

例）講師、パネリスト、コーディネーターなどへの謝金 

＜注意事項＞ 

・ 支払単価の根拠が事業主団体等の定める規程等により明確であり、その金額が社会

通念上妥当なものである必要があります。 

（2）旅費 

改善事業の遂行に必要な情報収集や各種調査を行うため、会議や打ち合わせ等に参加

するための旅費または改善事業の遂行に必要な指導・助言、講演等を依頼した専門家等

に支払われる旅費。  

例）社会保険労務士などの招聘に要する旅費 

＜注意事項＞ 

 最も経済的及び合理的な経路により算出されたものになります。 

 旅費規程等に定める場合であってもグリーン車、ビジネスクラス等の特別に付加さ

れた料金は助成対象となりません。 

 改善事業以外の用務が一連の旅程に含まれる場合は、用務の実態を踏まえ、按分等

の方式により助成対象経費と助成対象外経費に区分します。 

（3）借損料 

改善事業の遂行に直接必要な機器・設備類のリース料、レンタル料として支払われる

経費。 

（4） 会議費 

改善事業の遂行に必要な会議、セミナー等の開催のために支払われる経費。 

例）会場借料、会場装飾費、茶菓代等 

＜注意事項＞ 

 改善事業以外の用務が一連の会議日程に含まれる場合は、用務の実態を踏まえ、按

分等の方式により助成対象経費と助成対象外経費に区分します。 

・ 事業主団体等または構成事業主が保有する施設で会議、セミナー等を実施する場合

は、助成対象外となります。 

（5）雑役務費 

  改善事業の遂行に必要な研修等の受講料、機器・設備類・ソフトウェア等の保守経費。 

改善事業の遂行に必要な業務・事務を担当するために臨時的に雇い入れた者（改善事

業推進員を含む。）の賃金、交通費として支払われる経費。 

＜注意事項＞ 

 支給申請時に作業日報(48頁参照)、雇用関係書類等の添付が必要となります。 

・ 助成事業に特化した雇い入れと見なされない場合は助成対象となりません。 

（6）広告宣伝費 
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改善事業の遂行に必要な広報媒体等を活用するために支払われる経費。 

例）ラジオ広報、新聞広報など 

＜注意事項＞ 

 広告宣伝費は、改善事業の実施を目的としたものが助成対象であり、単なる事業主団

体等のＰＲや営業活動に活用される広告宣伝費は、助成対象となりません。 

（7）印刷製本費 

改善事業の遂行に必要な研修資料、パンフレット・ポスター等を作成するために支払

われる経費。 

＜注意事項＞ 

・印刷する数量は必要最小限にとどめ、改善事業終了時には使い切ることを原則としま

す。事業実施期間終了時点での未使用残存品は助成対象となりません。 

・印刷製本費を助成対象経費として計上する場合は、受払簿（任意様式）を作成し、そ

の受払いを明確にする必要があります。 

（8） 備品費 

改善事業の遂行に必要な備品を購入するために支払われる経費。 

＜注意事項＞ 

購入する備品の数量は必要最小限にとどめ、改善事業終了時には使い切ることを原則

とします。事業実施期間終了時点での未使用残存品は助成対象となりません。 

（9）展示会等出展費 

改善事業の遂行に必要な試作品、新商品等を展示会等に出展するために支払われる経費。 

＜注意事項＞ 

「通訳料・翻訳料」、「保険料」や「運搬費」も助成対象となります。 

展示会等の出展については、請求書の発行日や出展料等の支払日が事業実施期間外と

なる場合は助成対象となりません。 

（10）通信運搬費 

改善事業の遂行に必要な郵便物、物品の発送経費。 

＜注意事項＞ 

事業主団体等の通常の事業活動に利用される、電話代、インターネット利用料金等の

通信運搬費は助成対象とはなりません。 

（11）機械装置等購入費 

改善事業の遂行に必要な機器・設備類の購入、製作、改良、据付、借用または修繕に

関する経費。 

＜注意事項＞ 

改良とは、機能を高めまたは耐久性を増すために行うもので、修繕とは、保守に伴っ

て行う原状回復等の行為をいいます。 

（12）委託費 

改善事業の遂行に必要な調査等を委託するために、広告代理店、コンサルタント会社、

ソフト開発会社等に支払われる経費。 

＜注意事項＞ 
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委託内容、金額等が明記された契約書を締結し、委託する側である事業主団体等に成

果物等が帰属する必要があります。 

＜委託費の例＞ 

① マーケティング等調査費改善事業の遂行に必要なユーザーニーズ調査等を行うための

経費及び調査員等に対して支払われる経費。 

＜注意事項＞ 

調査の実施に伴う記念品代、謝礼等は助成対象となりません。 

② ホームページ作成費 

改善事業の遂行に必要なホームページによる広報を行うために支払われる経費。 

＜注意事項＞ 

ホームページ作成費は、改善事業の実施を目的としたものが助成対象であり単なる事

業主団体等のＰＲや営業活動に活用されるホームページ作成費は、助成対象となりま

せん。 

③ ソフトウェア開発費 

改善事業の遂行に必要なソフトウェアの開発を行うために支払われる経費。 

＜注意事項＞ 

ソフトウェア開発費は、改善事業の実施を目的としたものが助成対象であり、事業主

団体等の通常の事業活動のみに活用されるソフトウェア開発費は、助成対象となりま

せん。 

（13） 原材料費（試作・開発を目的とするものに限る。） 

改善事業の遂行に必要な原材料・副資材等の購入に要する経費。 

＜注意事項＞ 

購入する原材料等の数量は必要最小限にとどめ、事業実施期間終了時には使い切るこ

とを原則とします。事業実施期間終了時点での未使用残存品は助成対象となりません。 

原材料費を助成対象経費として計上する場合は、受払簿（任意様式）を作成し、その

受払いを明確にするとともに、試作・開発等の途上において発生した仕損じ品やテス

トピース等を保管（保管が困難な場合には写真撮影による代用も可）しておく必要が

あります。 

（14） 試作・実験費（試作・開発を目的とするものに限る。） 

改善事業の遂行に必要な試作品等の設計（デザインを含む。）・製造・改良・加工・実

験・分析及びテスト販売を行うために支払われる経費。 

 

※ 以下の経費は助成対象となりません（改善事業に必要なものと認められるものを除く。）。 

① 通常の生産活動のための設備投資の費用 

② 事務所等に係る家賃、保証金、敷金、仲介手数料、光熱水費 

③ 電話代、インターネット利用料金等の通信費 

④ 販売（テスト販売を除く。）を目的とした製品、商品等の生産に係る経費 

⑤ 商品券等の金券 

⑥ 名刺や文房具等の事務用品等の消耗品代、雑誌購読料、新聞代等の経費 
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⑦ 飲食、奢侈、娯楽、接待の費用（会議等における茶菓代を除く。） 

⑧ 不動産の購入費、自動車等車両(乗車定員10人以下の自動車であって、貨物自動車等及

び特殊用自動車等以外のものをいう。)の購入費・修理費・車検費用 

⑨ 税務申告、決算書作成等のために税理士、公認会計士等に支払う費用及び訴訟等のため

の弁護士費用 

⑩ 金融機関などへの振込手数料（発注先が負担する場合を除く。） 

⑪ 公租公課（消費税を含み、旅費に係る出入国税を除く。） 

⑫ 各種保険料（旅費に係る航空保険料、展示会等出展に係るものを除く。） 

⑬ 借入金などの支払利息及び遅延損害金 

⑭ パソコン、タブレット、スマートフォンの購入費用（特定業務専用のシステム（ＰＯ

Ｓシステム、会計給与システム等）に組み込まれて用いられ、汎用ソフトを使用しては

ならない仕様の端末及びシンクライアント端末は助成対象として認める場合がある。） 

⑮ 交付決定の日より前に開始した事業に係る費用 

⑯ 経費の算出が適正でないと労働局長が判断したもの 

⑰ 上記のほか、社会通念上助成が適当でないと労働局長が判断したもの 
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Ⅱ 申請書類等及び添付書類の提出 

１ 手続きフローチャート 

事業主団体等  都道府県労働局 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

  

  

 

交付申請書の提出 

※事業実施計画を添付 

通知の受理 

助成金受取 

②事業実施 

③支給申請 

①交付申請 

事業実施 

（セミナーの開催、巡回指導など） 

支給申請書の提出 

※事業実施計画の内容を踏まえて改善
事業を実施し、事業実施期間が終了した
ときから１か月以内または 2 月 15 日の
いずれか早い日までに提出してくださ
い。 

支給申請書の受付・審査 
事業実施期間が終了した日から１か月以内 

または 
平成 31 年 2 月 15 日（金）のいずれか早い日

まで（必着） 
※土日祝日の場合はその翌開庁日まで 

 

通知の受理 

交付申請書の受付・審査 

８月 31 日まで（必着） 

※なお、支給対象事業主団体等の数は国の予算額に制

約されるため、８月 31 日以前に受付を締め切る場

合があります。 

交付・不交付の決定・通知 

支給・不支給の決定・通知 

助成金の支給手続 
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２ 交付申請書の提出 

（１）交付認申請書の作成 

   この助成金を受けるためには、改善事業の取組を実施する前に、管轄の都道府県労働

局雇用環境・均等部（室）への申請が必要になります。 

「時間外労働等改善助成金交付申請書」（様式第１号）（交付申請書）の具体的な

作成のポイントについては、「Ⅲ 申請書類等の書き方と留意点」（17～33 頁）を参

照してください。 

（２）提出書類 

   交付申請書と併せて提出する書類については、「交付申請時の提出書類一覧」（50

頁）を参照してください。交付申請チェックリスト（51 頁）も併せて確認してくださ

い。 

   事業実施計画の作成に当たっては、事業を実施するために必要な経費の算出根拠が

分かる使用として見積書を取ってください。 

なお、改善事業における発注先（委託先）の選定に当たっては、１件当たり１０万

円以上を要するものについては、一般の競争に付してください。一般の競争に付する

ことが困難または不適当である場合として随意契約を行う場合、原則として２社以上

から見積をとることが必要となります。 

ただし、発注（委託）する事業内容の性質上、見積をとることが困難な場合は、該

当する企業を随意の契約先とすることができますが、その場合、当該企業等を随意契

約の対象とする理由書を交付申請書に添付してください。 

（３）交付申請 

申請書類を管轄の都道府県労働局雇用環境・均等部（室）に提出してください。 

交付申請書の受付の締切は平成 30 年８月 31 日（金）です（必着）。 

   また、支給対象事業主団体等数は国の予算額に制約されています。したがって、同

年８月 31 日以前に受付を締め切る場合がありますので、ご留意願います。 

労働局での審査期間は原則１か月以内です。助成金の交付が適当と認められると、

労働局で「時間外労働等改善助成金交付決定通知書」（様式第２号）を発行します。 

 

３ 交付決定後に事業の内容を変更しようとする場合の手続き 

（１）事業実施計画変更申請書の作成 

   交付決定後、事業の内容を変更しようとする場合は、原則として事業実施計画変更

申請が必要となります。「時間外労働等改善助成金事業実施計画変更申請書」（様式

第４号）を提出してください。 

   なお、助成金の額は国の予算額に制約されるため、変更後の助成金の額が当初の助

成金の額を上回る場合、予算額の残額によっては計画の変更を承認できない場合があ

ります。あらかじめ、ご承知おきください。 

   具体的な作成のポイントについては、「Ⅲ 申請書類等の書き方と留意点」（34～

36 頁）を参照してください。 
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（２）提出書類 

   「事業実施計画変更申請時の提出書類一覧」（52 頁）を参照してください。 
 
４ 事業の実施 

  交付決定後、事業実施計画に沿って取組を実施してください。 

  なお、次の事項に留意ください。 

  （１）助成金は、構成事業主の時間外労働の削減や賃金引上げに資する取組として、構

成事業主の労働時間等の設定の改善の推進に向けた環境を整備することを目的とし

たものが対象となります。 

助成金による成果が当該目的に資するものではない場合、助成対象経費として認 

めない場合があります。 

（２）改善事業を行うに当たっては、当該事業について区分経理を行ってください。 

（３）改善事業を円滑に実施するため、改善事業の実施に関して中心的な役割を担う方

を事業主団体等の所属職員の中から指名してください。 

なお、Ⅰ６（５）の経費に該当する場合は、助成対象経費に含まれます。 

  （４）中古品の購入は、原則として、価格設定の適正性が明確でない場合には助成対象

となりません。 

（５）改善事業の費用の支出は、原則振込払とし、支給申請書に振込記録が分かる書類

を添付してください。 

（６）リース契約、サービス利用規約、保守契約等、契約期間が交付要綱第８条の期間

を超える契約の場合、当該期間に係る費用に限ります。 

なお、年額等の場合は月割の金額とし、当該期間が一月に満たない時は一月と

し、一月に満たない端数を生じたときは切り捨てとなります。 

 

５ 支給申請書の提出 

（１）支給申請書の作成 

   「時間外労働等改善助成金支給申請書」（様式第 10 号）（支給申請書）及び「時間

外労働等改善助成金事業実施結果報告書」（様式第 11 号）（実施結果報告書）の具

体的な作成のポイントについては、「Ⅲ 申請書類等の書き方と留意点」（40～48

頁）を参照してください。 

（２）提出書類 

支給申請書と併せて提出する書類については、「支給申請時の提出書類一覧」（53

頁）を参照してください。 

また、支給申請チェックリスト（54 頁）も併せて確認してください。 

（３）支給申請 

申請書類を、管轄の都道府県労働局雇用環境・均等部（室）に提出してください。 

支給申請書の受付の締切は、事業実施計画書の内容を踏まえて改善事業を実施し、

事業実施期間が終了したときから１か月以内、または平成 31 年２月 15 日（金）のい

ずれか早い日までです。 
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   なお、この期限までに不備のない支給申請書、実施結果報告書及び添付書類が提出さ

れない場合は、交付要綱第 16 条に定める交付決定を取り消す事由に該当しますので、

期日までに提出するようにしてください。 

 

６ その他の手続き 

（１）交付決定後に事業を中止または廃止しようとする場合（交付要綱第 10 条関係） 

   交付決定後に事業を中止または廃止しようとする場合は、「時間外労働等改善助成

金事業中止・廃止承認申請書」（様式第７号）を提出してください。 

   なお、事業の「中止」とは、交付決定された内容に基づいた事業を再開することを

前提に中断すること、「廃止」とは、交付決定された内容に基づいた事業を中断し、

今後はその事業を行わないことを示すものとなります。 

   また、一旦事業を「中止」し、再開する場合は、事業実施計画変更申請書を提出し、

事業実施期間などの変更について、都道府県労働局長の承認を受ける必要があります。  

事業を廃止した場合は、途中まで事業を行った場合でも助成金の支給の対象とはな

りません。 

具体的な作成のポイントについては、「Ⅲ 申請書類等の書き方と留意点」（37 頁）

を参照してください。 

（２）事業遅延の届出（交付要綱第 11 条関係） 

   事業が予定の期間内に完了しない見込みとなった場合、あらかじめ「時間外労働等

改善助成金事業完了予定期日変更報告書」（様式第８号）を提出してください。 

   なお、事業実施期間内に完了しなかった事業に係る経費は、助成金は支給されませ

ん。また、事業実施期間が平成 31 年２月１日（金）を超えるような変更は認められ

ません。 

具体的な作成のポイントについては、「Ⅲ 申請書類等の書き方と留意点」（38 頁）

を参照してください。 

（３）実施状況の報告（交付要綱第 12 条関係） 

   改善事業主は、労働局長から報告を求められた場合には、「時間外労働等改善助成

金事業実施状況報告書」（様式第９号）を提出しなければなりません。 

   具体的な作成のポイントについては、「Ⅲ 申請書類等の書き方と留意点」（39 頁）

を参照してください。 

（４）消費税仕入控除税額の確定に伴う助成金の返還（交付要綱第 15 条関係） 

   助成金を受給した事業主において、消費税額の申告により消費税仕入控除税額が確

定した場合（仕入控除額が０円の場合も含む。）は、「時間外労働等改善助成金に係

る消費税額の確定に伴う報告書」（様式第 14 号）を速やかに提出してください。 

   具体的な作成のポイントについては、「Ⅲ 申請書類等の書き方と留意点」（49 頁）

を参照してください。 

 

７ その他 

（１）アンケートについて 



- 16 - 
 

   助成金を受給した事業主団体等に対して、アンケートをお願いしていますので、ご

協力をお願いします。 

（２）定着・継続状況の確認について 

   助成金を受給した事業主団体等に対して、労働局に配置している働き方・休み方改

善コンサルタントにより、実施した事業の内容の定着・継続状況の確認を行うことが

ありますので、ご協力をお願いします。 

（３）交付決定の取消（交付要綱第 16 条関係） 

   法令や交付要綱などに違反するなどした場合、労働局長は交付決定の全部もしくは

一部を取消し、または変更することがあります。 

   この取消し、または変更が行われた場合、助成金を返還していただく場合がありま

す。 

   返還に当たっては加算金が付加されるとともに、納付期限までに納付しない場合は

延滞金が生じますので、ご承知おきください。 

 

８ 問い合わせ、申請書類等の提出先 

  時間外労働等改善助成金（団体推進コース）に関するお問い合わせ、申請書類等の提

出は、最寄りの都道府県労働局雇用環境・均等部（室）へお願いします。 

  申請書類等は、持参または郵送により提出してください。
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様式第１号 

  平成 30 年６月１日 

 

時間外労働等改善助成金交付申請書 
東 京 労 働 局 長 殿 

 

時間外労働等改善助成金の交付を受けたいので、下記のとおり申請します。 

 

記 

 

事業主団体等又は代理人 住所 〒000－0000 

   東京都千代田区霞が関 0-0-0 

電話番号 03－××××―×××× 

（法人名） 一般社団法人東京都○○事業連合会 

代表者職・氏名 

     会長 厚生 太郎         印 

 

事業主団体等又は社会保険

労務士 

（提出代行者・事務代理者 

の表示） 

住所 〒 

電話番号 

（法人名） 

代表者職・氏名 

印 

 

※申請者が代理人の場合、上欄に代理人の記名押印等を、下欄に時間外労働等改善助成金の支給に係

る事業主団体等の住所、名称及び氏名の記入（押印不要）を、申請者が社会保険労務士法施行規則第

16 条第２項に規定する提出代行者又は同則第 16 条の３に規定する事務代理者の場合、上欄に事業主

団体等の記名押印等を、下欄に申請者の記名押印等をしてください。 

 

１ 申請事業主団体等について 

(１)分類 

※①～③を選択し

てください。 

また、①又は②を

選択した場合は、

ア～タも選択して

ください。 

① 事業主団体（都道府県単位又は複数の都道府県単位） 

② 事業主団体（上記①以外） 

 ア 事業協同組合  イ 事業協同小組合  ウ 信用協同組合 

 エ 協同組合連合会 オ 企業組合     カ 協業組合 

 キ 商工組合    ク 商工組合連合会   

ケ 都道府県中小企業団体中央会  コ 全国中小企業団体中央会 

サ 商店街振興組合 シ 商店街振興組合連合会 

ス 商工会議所   セ 商工会   

ソ 一般社団法人又は一般財団法人   タ その他事業主団体 

③ 共同事業主 

(2)事業主団体等の

活動内容の概要 

（例） 

・会員企業育成支援、経営基盤強化、経営支援企業 

・別添協定書に基づく、共同事業主に対する指導 

(3)事業主団体等の主たる労働保険番号 ××１０１２３４２１４－０００ 

Ⅲ 申請書類等の書き方と留意点 

労働局への提出日を記入してください
（郵送の場合は発送の日） 

社会保険労務士等が、提出代行等を行
う場合は、必ず名称表示等を行ってく
ださい。 

該当する項目を選択してください。 

定款、会則等により記入してくだ
さい。 

事業主団体等の主たる労働保
険番号を記入してください。 



- 18 - 
 

様式第１号続紙 

(4)構成事業主 

 

 
① 事業主団体等の全ての構成事業主  100 事業主（別添のとおり） 

 

② 上記①のうち、次表のア又はイのいずれかに該当する中小企業事業主の数を

それぞれ記入してください。 
 

    要件 

業種 

ア：資本金又は

出資額の総額 

イ：常時使用す

る労働者の数 

事業主数 

①下記以外の産業 ３億円以下 300 人以下 80 

②卸売業 １億円以下 100 人以下 20 

③サービス業 ５千万円以下 100 人以下 0 

④小売業 ５千万円以下 50 人以下 0 

（5）振込を希望する金融機関について 

金融機関名 ●●●銀行 支 店 名 ▲▲支店 

口座の種類 普通 ・ 当座 口座番号 ○○〇〇〇〇 

口 座 名 義 

（カタカナ） 

イッパンシャダンホウジントウキョウト〇〇ジギョウレンゴウカイ 

 

２ 事業の内容及び目的について 

（１）支給対象の事業（１つ以上選択） 

ア 市場調査の事業 

イ 新ビジネスモデル開発・実験の事業 

ウ 材料費、水光熱費、在庫等の費用の低減実験（労働費用を除く）の事業 

エ 下請取引適正化への理解促進等、労働時間等の設定の改善に向けた取引先等との調整の事業 

オ 販路の拡大等の実現を図るための展示会開催及び出展の事業 

カ 好事例の収集、普及啓発の事業 

キ セミナーの開催等の事業 

ク 巡回指導、相談窓口の設置等の事業  

ケ 構成事業主が共同で利用する労働能率の増進に資する設備・機器の導入・更新の事業 

コ 人材確保に向けた取組の事業 

 

３ 国庫補助所要額について 

国庫補助所要額 5,891,000 円 

 

４ その他 

(1)労働保険料を滞納していないか 滞納していない ・ 滞納している 

(2)過去３年間に助成金の不正受給を行っていないか 行っていない ・ 行った 

(3)暴力団関係事業主に該当しないか 該当しない ・ 該当する 

(4)風俗営業等関係事業主に該当しないか 該当しない ・ 該当する 

(5)倒産していないか。 倒産していない・倒産している 

(6)不正受給を理由に交付決定を取り消された場合、労働局長

が事業主団体名等を公表することに同意する。 
はい    ・ いいえ 

（添付書類） 

 １ 時間外労働等改善助成金事業実施計画 

 ２ その他関係資料  

振込を希望する銀行名等を記入し
てください。 
口座名義はカタカナとなります。 

業種ごとの中小
企業の定義に該
当する事業主数
を記入してくだ
さい 

時間外労働等改善助成金事業実施
計画様式第１号別添（７）の国庫
補助所要額を記載ください 

詳細は、支給要領第２の２をご確
認ください。 

改善事業を行う項目を選択してく
ださい。 
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様式第１号別添 

時間外労働等改善助成金事業実施計画 

１ 支給対象の事業 

(1)事業実施期間  ８月１日から１２月３１日 

(2)成果目標 

 

50 事業主以上 

（参考）事業主団体等の２分の１ 

100 事業主団体×１／２＝ 50 事業主 

(3)改善事業推進員職氏名 鈴木 一郎 

 

(4)所要額の合計（税込）       5,891,900 円 

(内訳) 

事業の種類 計画件数 計画額 上限額等を考慮した額 

① 市場調査の事業  円 円 

② 新ビジネスモデル開発・実験の事業  円 円 

③ 材料費、水光熱費、在庫等の費用の低減

実験（労働費用を除く）の事業 

 円 円 

④ 下請取引適正化への理解促進等、労働

時間等の設定の改善に向けた取引先等と

の調整の事業 

 円 円 

⑤ 販路の拡大等の実現を図るための展示

会開催及び出展の事業 

 円 円 

⑥ 好事例の収集、普及啓発の事業  円 円 

⑦ セミナーの開催等の事業 4 914,700 円 914,700 円 

⑧ 巡回指導、相談窓口の設置等の事業 62 1,977,200 円 1,977,200 円 

⑨ 構成事業主が共同で利用する労働能率

の増進に資する設備・機器の導入・更新

の事業 

2 3,481,000 円 3,000,000 円 

⑩ 人材確保に向けた取組の事業  円 円 

(5)総事業費から収入額を控除した額 6,372,900 円 

（内訳）  

総事業費 6,372,900 円 

 収入（見込）額 0 円 

(6)上限額    10,000,000 円 

(7)国庫補助所要額 

〔(4)から(6)のいずれか低い方の額が上限〕 
5,891,000 円 

 

 

改善事業を行う期間を設定してく
ださい。 
審査期間を考慮して余裕をもった
設定をお願いします。 

成果目標に該当する事業主数を記
載します。 

計画額が上限額を上回る場合は、
上限額が適用されます。 

1,000 円未満は切り捨てとなります。 

様式第１号別添の件数及び所要額の
合計をそれぞれ記入してください。 

収入（見込）額が見込まれる場合は、内
訳を記載頂くともに、算出過程が分かる
資料を添付してください。（33 頁参照） 

本頁の事例では、26 頁～28 頁
の、キ、ク、ケを対象事業とし
て計上しています。 
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様式第１号別添 

時間外労働等改善助成金事業実施計画 

【実施事業ごとの詳細】 

事業実施記号 ア 

 

(1)実施事項 
年間計画 

件数等 所要額 

実態調査 １ 164,000 円 

全体会議の開催 ２ 387,400 円 

改善事業推進員（佐藤明子） 35 423,500 円 

小計  974,900 円 

(2)事業実施の必要性・目的 

構成事業主における労働時間等の設定についての現状及び問題点を確認するため、調査票を全構成事

業主に送付し、実態調査を実施する。 

実態調査を分析し、構成事業主の労務管理等の向上に向けたマニュアルを作成した上で、周知、説明

等を行い、構成事業主の労働条件の環境整備を図る。 

(3)所要額の積算根拠等 

事業の内容 実施予定時期 所要額の内訳 

①調査項目の検討 

②実態調査 

構成事業主 200 社に対し

て、調査票送付による調査を

実施。回収後分析を行い、マ

ニュアル作成を行う。 

③全体会議による周知 

 全体会議を開催し、作成し

たマニュアルを説明、労働環

境の向上を図る。 

 ２回に分けて実施し、欠席

企業には資料を郵送する。  

 

④改善事業推進員 

６月 

７月～８月 

 

 

 

 

９月～10 月 

 

・印刷製本費   ＠200×200 部＝40,000(※) 

・通信費     ＠140×200 社×往復＝56,000 

・印刷製本費   ＠300×200 部＝60,000(※)      

        ※消費税 8,000 

        小計  164,000 

 

・開催通知    ＠140×100 社×２回=28,000 

・会場借料    ＠120,000×２回＝240,000(※) 

・資料印刷代   ＠200×100 部×２回＝40,000(※) 

・通信運搬費   ＠570×100 社＝57,000 

        ※消費税 22,400 

小計 387,400 

 

・雑役務費   ＠12,100×35 日＝423,500 

（調査項目の検討 10 日、実態調査・分析 20 日、全体

会議の調整５日）  

 

ア～コを記入します 

主な実施事項、件数（実施する回数）を記
載してください 

事業の必要性を記載ください。 

事業内容の詳細、予定時
期、経費の内訳を記入して
ください。 

【市場調査の記載例】 

改善事業に要する費用を計上しま
す。 

改善事業推進員の経費を支出する
場合はその費用を記載してくださ
い 
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様式第１号別添 

時間外労働等改善助成金事業実施計画 

【実施事業ごとの詳細】 

事業実施記号 イ 

 

(1)実施事項 
年間計画 

件数等 所要額 

アプリ開発、PR １ 9,207,900 円 

  円 

  円 

小計  9,207,900 円 

(2)事業実施の必要性・目的 

構成事業主である地域の商店街等の魅力を知ってもらい、商品を PR するアプリの開発等を行うこと

で、売上増加による賃金引上げの推進や、構成事業主の認知度を上げることにより、人材確保の取組に

つなげ労働時間短縮の取組につなげる。 

(3)所要額の積算根拠等 

事業の内容 実施予定時期 所要額の内訳 

①業者と契約 

②アプリケーションの開発 

（スタンプラリー、クーポン発

行、イベント情報等の機能を付

与） 

③周知用ポスター、リーフレッ

トの作成等 

 

 

 

④傘下企業への説明会（３回実

施）講師は受託者で行う。 

 

⑤ポスター等の発送 

⑥アプリの公開、PR 活動 

 （PR シール、チラシの配布） 

⑦ 会報誌による周知  

８月 

９月～11 月 

 

 

 

10 月 

 

 

 

 

11 月 

 

 

１２月 

１２月 

 

・委託費  7,000,000(※) 

 

 

 

 

・原稿料 500,000(※) 

・ポスター印刷製本費 @100×500 部＝50,000(※) 

・マニュアル印刷製本費@100×500 部＝50,000(※) 

・PR シールの作成@420×1,000 部＝420,000(※) 

 

・開催案内通知 ＠82×450 通＝36,900 

・会場借料   ＠60,000×３回＝180,000(※) 

 

・発送費 ＠700×450 箇所＝315,000 

         ※ 消費税 656,000 

            合計 9,207,900 

【新ビジネスモデル開発、実験の事業の記載例】 
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様式第１号別添 

時間外労働等改善助成金事業実施計画 

【実施事業ごとの詳細】 

事業実施記号 ウ 

 

(1)実施事項 
年間計画 

件数等 所要額 

品評会実行委員会の開催 ３ 205,140 円 

低減実験 10 540,000 円 

品質向上に向けた品評会の開催 １ 127,200 円 

改善事業推進員（佐藤一） 55 907,500 円 

小計  1,779,840 円 

(2)事業実施の必要性・目的 

従来商品の１商品当たりの製造コストの低減及び品質の向上に向けた品評会を開催する。開催に当た

っては、当組合員から広く多くの参加商品を募集し、傘下企業における製造コストの低減実験を行う。 

その結果、自社製品の特長と商品力レベルを知り、技術力の向上を図ることで、生産性の向上を図り

ながら、賃金引上げに向けた環境作りを整備する。 

(3)所要額の積算根拠等 

事業の内容 実施予定時期 所要額の内訳 

① 品質向上に向けた品評会実行委

員会の開催 

 

 

 

② 企業の募集、低減実験（１０社

程度） 

③ 第２回実行委員会の開催 

④ 品評会の開催 

   

 

⑤ 第３回実行委員会の開催（事例

のとりまとめ） 

⑥ メールによる傘下企業への取組

結果の伝達 

⑦ 改善事業推進員 

７月、10 月、

１月 

 

 

 

８月～９月 

 

(10 月) 

10 月 

 

 

(１月) 

 

１月 

・謝金  @8,000×5 名×３回=120,000(※1) 

・旅費  ＠500×５名×３回＝7,500 

・借損料 @20,000×３回=60,000(※1) 

・会議費 @1,000×３回＝3,000(※1) 

     ※1 消費税 14,640 小計 205,140 

・原材料費 ＠50,000×10 社＝500,000 

     消費税 40,000 小計 540,000 

・謝金（評定者）＠3,000×25 名＝75,000(※2)   

・会場借料   ＠25,000(※2) 

・通信運搬費  ＠570×10 社＝5,700 

・消耗品費   ＠500×25 名＝12,500(※2) 

     ※2 消費税 9,000 

 小計 127,200 

 

 

・雑役務費 ＠16,500×55 日＝907,500 

（会議進行・準備：20 日、品評会準備・当日対

応：15 日、実施後の分析：20 日） 

【材料費、水熱光費、在庫等の費用の低減実験（労働費用を除く）の事業の記載例】 
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様式第１号別添 

時間外労働等改善助成金事業実施計画 

【実施事業ごとの詳細】 

事業実施記号 エ 

 

(1)実施事項 
年間計画 

件数等 所要額 

連絡会議の開催 ３ 385,500 円 

ガイドブックの作成・配布 １ 62,000 円 

  円 

小計  447,500 円 

(2)事業実施の必要性・目的 

短納期の発注の抑制、納期指定の弾力化、時間外労働の削減や休日・休暇の取得を前提とした計画的

精算・発注標準化などの事項について、連絡会議を開催し、取引先に協力を要請する。 

(3)所要額の積算根拠等 

事業の内容 実施予定時期 所要額の内訳 

①連絡会議の開催 

 

 

 

 

 

 

②発注標準化に向けたガイドブ

ックの作成・配布 

 

 

７～11 月 

（３回実施） 

 

 

 

 

 

12 月 

 

 

 

 

・開催通知 ＠140×50 社×３回＝21,000 

・会場借料 ＠80,000×３回＝240,000(※1) 

・会議費  ＠150×50 社×３回＝22,500(※1) 

・資料印刷費 ＠500×50 社×３回＝75,000(※1) 

   ※1 消費税 27,000 

      小計 385,500 

 

・印刷製本費 ＠500×50 社＝25,000(※2) 

・発送費   ＠700×50 社＝35,000 

   消費税 2,000  

   小計  62,000 

 

 

  

【下請取引適正化への理解促進等、労働時間等の設定の改善に向けた 

取引先等との調整の事業の記載例】 
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様式第１号別添 

時間外労働等改善助成金事業実施計画 

【実施事業ごとの詳細】 

 

事業実施記号 オ 

 

（１）実施事項 
年間計画 

件数等 所要額 

展示会の出展等 １ 3,586,220 円 

   

   

小計  3,586,220 円 

(2)事業実施の必要性・目的 

 本組合の浴衣のブランド力の普及及び販路拡大を目指し、東京新宿において、独自展示会を開催する。 

展示会では、組合員企業 10 社が試作開発する新商品を展示し、百貨店や流通業などへの提案商談を実

施するとともに、一般消費者に対して、当組合ブランドの浴衣の認知度向上を図る。 

(3)所要額の積算根拠等 

事業の内容 実施予定時期 所要額の内訳 

①展示会場との打ち合わせ

協議 

②展示会実行委員会の開催 

 

 

 

③案内状送付 

約 1,000 社 

 

④展示会 

 

 

 

 

 

⑤実行委員会 

展示会成果、アンケート集計

結果を伝達 

 

９月上旬 

 

９月下旬 

 

 

 

11 月 

 

 

12 月 12 日、13

日（２日間） 

 

 

 

 

１月下旬 

 

 

 

・旅費 30,000×２名＝60,000 

 

・会議費 ＠200×15 名＝3,000(※) 

・謝 金（企業アドバイス） ＠20,000(※) 

・旅 費 30,000   

      

・印刷製本費 ＠200×1,000 社＝200,000(※) 

・郵送費 ＠140×1,000 社＝140,000 

 

・展示会出展費 ＠800,000×２日＝1,600,000(※) 

・会場設営費  ＠1,200,000(※) 

・運搬費   @2,138×10 社×２＝42,760 

・雑役務費（会場受付） ＠15,000×２日＝30,000(※) 

・印刷製本費 ＠10×1,500＝15,000(※) 

           ※消費税 245,440 

           合計 3,586,200 

 

【販路拡大等の実現を図るための展示会開催及び出展の事業の記載例】 



- 25 - 
 

様式第１号別添 

時間外労働等改善助成金事業実施計画 

【実施事業ごとの詳細】 

事業実施記号 カ 

 

(1)実施事項 
年間計画 

件数等 所要額 

訪問調査 15 45,000 円 

好事例集の作成・配布 １ 85,800 円 

事業成果報告書の作成・配布 １ 165,000 円 

改善事業推進員（藤原太郎） 57 689,700 円 

小計  985,500 円 

(2)事業実施の必要性・目的 

①訪問調査、好事例集の作成、配布 

 事業場を訪問し、実態の調査、好事例取組の収集を行うとともに、収集した事例を基に好事例集を作

成して全ての傘下企業へ配布、業界内の労働環境の環境整備を図る。 

② 事業成果報告書の作成・配布 

 好事例の外、収集した労働時間等の実態等をとりまとめた事業成果報告書を作成し、傘下企業へ配布

する。 

(3)所要額の積算根拠等 

事業の内容 実施予定時期 所要額の内訳 

①好事例の訪問調査 

 傘下企業 15 社に対して、訪問

調査を実施。 

②好事例集の作成、配布 

 

 

③事業成果報告書の作成 

 

 

④改善事業推進員 

８月～９月 

 

 

10 月 

 

 

10 月～11 月 

 

 

 

 

 

 

 

・訪問調査旅費 @3,000×15 社=45,000 

 

 

・好事例集の印刷 @300×200 部＝60,000 

・好事例集発送費 @140×150 社＝21,000 

         消費税 4,800 小計 85,800 

・報告書の印刷  ＠500×200 部＝100,000 

・報告書発送費  ＠380×150 社＝57,000 

         消費税 8,000 小計 165,000 

・改善事業推進員 ＠12,100×57 日＝689,700 

  訪問調査 30 日、好事例集作成 10 日 

  好事例集発送１日、報告書作成 15 日、 

  報告書発送１日 

 

 

【好事例の収集、普及啓発の事業の記載例】 
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様式第１号別添 

時間外労働等改善助成金事業実施計画 

【実施事業ごとの詳細】 

 

事業実施記号 キ 

 

(1)実施事項 
年間計画 

件数等 所要額 

セミナーの開催 ３ 710,700 円 

労務管理の知識習得のためのセミナーの受講 １ 60,000 円 

  円 

改善事業推進員（山岡一郎） 18 144,000 円 

小計  914,700 円 

(2)事業実施の必要性・目的 

会員企業の労働法制の理解促進に向けて、３６協定の締結の仕方や、就業規則作成のポイント、労働時

間管理の方法などの働き方改革に関するセミナーを毎月開催する。 

 また、会員企業の労務管理担当者を厚生労働省が実施する労務管理の知識習得のためのセミナーに参

加させ、能力向上に資する取組を支援する。 

 セミナー資料については、会報誌に記事を掲載する等により、働き方改革を推進する企業を支援する。 

(3)所要額の積算根拠等 

事業の内容 実施予定時期 所要額の内訳 

①セミナーの開催（３回） 

【100 名予定、３回】 

 

 

 

 

 

②労務管理担当者の労務管理セ

ミナーへの受講 

【10 名参加】 

 

③改善事業推進員 

10 月～12 月 

毎月１回開催 

 

 

 

 

 

10 月 

・開催案内 ＠140×100 社×3 回＝42,000 

・会場借料 ＠150,000×3 回＝450,000(※) 

・会議費  ＠150×100 社×3 回＝45,000(※) 

・資料印刷費 @200×100 部×３回=60,000(※) 

・講師謝金   @20,000×３回＝60,000(※) 

・講師旅費   @1,500×３回＝4,500 

     ※消費税 49,200 

 小計 710,700 

・出席旅費  ＠6,000×10 名＝60,000 

 

 

・改善事業推進員 ＠8,000×18 日＝144,000 

会議の準備 15 日、会議の進行３日 

【セミナーの開催等の事業の記載例】 
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様式第１号別添 

時間外労働等改善助成金事業実施計画 

【実施事業ごとの詳細】 

事業実施記号 ク 

 

(1)実施事項 
年間計画 

件数等 所要額 

全社説明会 ２ 401,200 円 

巡回形式個別支援 50 1,330,000 円 

相談会形式個別支援 10 246,000 円 

小計  1,977,200 円 

(2)事業実施の必要性・目的 

構成事業主に対し、労務管理上の諸問題への支援を行うため、社会保険労務士に依頼の上、巡回指導、

相談窓口を設置し、構成事業主の労務環境の整備を行う。 

(3)所要額の積算根拠等 

事業の内容 実施予定時期 所要額の内訳 

①全体説明会（２回） 

 構成事業主に対し、労働時間の

設定改善に向けた事業計画を説明

し、専門家による労務管理上の諸

問題の対応について説明を行う。 

 

 

②巡回指導 

 巡回指導を希望する事業主（50

社）に対して、社会保険労務士の

外部専門家が個別訪問による支援

を行う。 

③相談会形式個別指導 

 当会の会議室の一画に相談ブー

スを設けて、毎月、第２、３木曜

日に相談会を実施する。 

④改善事例のとりまとめ 

 ②の改善事例及び③で相談事例

の中から、構成事業主間で共有を

図るべき有益な事例をとりまと

め、１月の会議で報告する。 

８月、１月 

 

 

 

 

 

 

９月～12 月 

 

 

 

 

９月～１月 

 

 

 

１月 

・開催通知  @140×100 社×２回＝28,000 

・会場借料  ＠80,000×２回＝160,000(※) 

・会議費   ＠50,000×２回＝100,000(※) 

・資料印刷費 ＠200×２00 社＝40,000(※) 

・講師謝金  ＠20,000×２回＝40,000(※) 

・講師旅費  ＠3,000×２回＝6,000 

       消費税 27,200、小計 401,200 

・謝金  ＠20,000×50 社＝1,000,000 

・旅費  ＠5,000×50 社＝250,000 

       消費税 80,000、小計 1,330,000 

 

 

・講師謝金 ＠20,000×10 回＝200,000 

・講師旅費 ＠3,000×10 回＝30,000 

      消費税 16,000、小計 246,000 

【巡回指導、相談窓口の設置等の事業の記載例】 
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様式第１号別添 

時間外労働等改善助成金事業実施計画 

【実施事業ごとの詳細】 

 

事業実施記号 ケ 

 

（１）実施事項 
年間計画 

件数等 所要額 

携帯型成分分析計の購入 ２ 3,481,000 円 

  円 

  円 

小計  3,481,000 円 

(2)事業実施の必要性・目的 

 傘下企業の労働時間の短縮に向けた改善意見の一つとして、製造過程中における金属の成分分析（非

鉄金属スクラップからサンプルを採取し分析を行う作業）について、事務所据え置きの分析計から、携

帯型分析計の導入を行うことで、事務所への往復時間がなくなり労働時間の短縮につながるとの意見が

あったことから、携帯型の成分分析計を導入する。 

(3)所要額の積算根拠等 

事業の内容 実施予定時期 所要額の内訳 

①分析計の購入 

 

 

 

②利用マニュアルの作

成、配布 

10 月 

 

 

 

10 月 

・機械装置等購入費 ＠1,600,000×２台＝3,200,000 

       消費税         256,000 

       小計         3,456,000 

 

・通信運搬費（郵送費） ＠250×100 社＝25,000 

【構成事業主が共同で利用する労働能率の増進に資する 

設備・機器の導入・更新の事業の記載例】 
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様式第１号別添 

時間外労働等改善助成金事業実施計画 

【実施事業ごとの詳細】 

 

事業実施記号 コ 

 

(1)実施事項 
年間計画 

件数等 所要額 

求人広告雑誌への掲載 ４ 1,028,160 円 

合同採用説明会の開催 １ 459,000 円 

小計  1,487,160 円 

(2)事業実施の必要性・目的 

構成事業主の労働時間短縮のための人材を確保するため、△△求人誌への掲載を行う。また、10 月に

当会で主催の採用説明会を開催する。 

これらの取組に当たっては、構成事業主の労働環境を整備し魅力ある職場作りを行うことが重要であ

ることから、事前に説明会等を実施し、労務管理の整備に向けた支援を行う。 

(3)所要額の積算根拠等 

事業の内容 実施予定時期 所要額の内訳 

①説明会の実施 

 本事業スケジュール等の説明を

行うとともに、人材確保に向けた

労務環境の整備ポイントを助言 

②状況確認 

 労務環境の整備状況を訪問し確

認。更なる支援を行う。 

③求人サイトとの調整・掲載 

 ②で一定水準を満たした企業か

ら求人を掲載する。（４回に分けて

実施） 

④採用説明会の開催 

 採用説明会を実施。実施に当た

って、HP で周知するほか、ラジオ

CM を実施。 

⑤改善事例のとりまとめ 

 労務管理の整備を行ったことで

人材が確保された事例を好事例と

して発信する。 

８月 

 

 

 

 

 

 

８月～12 月 

 

 

 

10 月 12 日

（予定） 

 

 

12 月 

・会場借料 ＠50,000×１回=50,000 

・会議費  ＠200×10 社＝2,000 

消費税 4,160、小計 56,160 

 

 

・旅費 ＠4,000×10 社＝40,000 

 

・広告宣伝費 ＠225,000×４回＝900,000 

 消費税 72,000、小計 972,000 

 

 

・会場借料  ＠125,000 

・会議費   ＠100,000 

・広告宣伝費 ＠200,000 

 消費税 34,000、小計 459,000 

 

 

【人材確保に向けた取組の事業の記載例】 
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様式第１号別添別紙 

構成事業主一覧 

 事業場名 所在地 

①常時使用する労働者の数 
③業種（日本標準産業分類

の中分類を記入） 
②資本金の額又は出資の総額 

１ 株式会社●● 〒△△△－×〇×〇 

神奈川県横浜市〇〇 

４４人 中分類：31 

輸送用機械器具製造業 １億円 

２ 株式会社△△ 〒０×５－９〇４〇 

東京都港区〇〇 

１２人 中分類：31 

輸送用機械器具製造業  2,000 万円 

３ 株式会社アア 〒××〇－□□□□ 

埼玉県上尾市〇〇 

８人 中分類：31 

輸送用機械器具製造業 500 万円 

４ 株式会社イイ 〒〇××－□□□□ 

千葉県千葉市〇〇 

５名 中分類：31 

輸送用機械器具製造業     200 万円 

５ 株式会社ウウ 〒△〇□―▽▽▽▽ 

千葉県舞浜市〇〇 

３４名 中分類：31 

輸送用機械器具製造業  8,000 万円 

６ 株式会社エエ 〒〇〇〇－▽△△▽ 

東京都北区〇〇 

２８名 中分類：31 

輸送用機械器具製造業  6,000 万円 

７  〒  
 

 

８  〒  
 

 

９  〒  
 

 

10  〒  
 

 

11  〒  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

５頁～６頁を参考に中分類などを
記入してください。 

支給要領第１の（２）の「中小企業事業主占める割合が、構成事業主全体の２分の１を超えている

こと」を確認する資料となります。 

 なお、当該要件を確認できる場合には、様式第１号別添別紙以外の既存の会員名簿等を添付して頂

いて構いません。 
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【参考：共同事業主協定書の例】 

 

共同事業主協定書（例） 

（目的） 

第１条 本協定書は、時間外労働等改善助成金交付要綱（団体推進コース）の交付目的であ

る、共同事業主間の労働時間等の設定の改善の推進や賃金引上げに向けて、共同で取組

を行うことを目的とする。 

 

（構成員の住所及び名称） 

第２条 本共同事業主の構成員は、次のとおりとする。 

   愛知県    市   町   番地 

  ○○株式会社 代表者×× 

   愛知県    市   町   番地 

  ○○株式会社 代表者 ×× 

愛知県    市   町   番地 

  ○○株式会社 代表者 ×× 

   愛知県    市   町   番地 

○○株式会社 代表者 ×× 

   愛知県    市   町   番地 

○○株式会社 代表者 ×× 

 

（代表者の名称） 

第３条 本共同事業主のうち、○○株式会社を代表事業主とする。 

 

 （実施事項） 

第４条 代表事業主は第１条の目的の達成に向けて、本助成金を活用して、以下の取組を行

うこととする。 

  （１）働き方改革に関する各種施策を情報提供するセミナーの開催 

  （２）相談窓口の設置 

  （３）共同事業主に対する巡回指導の実施 

 

（代表者の権限、事務） 

第５条 第３条の代表事業主は、前条の実施に関し、全共同事業主を代表して、〇〇労働局

への助成金の申請、必要な調査または報告への協力、共同事業主へ改善事業の取組に向け

た指示を行う権限並びに本協定書に基づく財産を管理する権限を有するものとする。 

２ 本助成金の改善事業の実施に当たっては、共同事業主は代表事業主〇〇の指示に従うも

のとする。 

 

（費用の負担） 

第６条 本助成金の改善事業の実施に必要な一切の費用は代表事業主〇〇の負担とする。 

 

（契約時期） 

第７条 当協定書の有効期間は、協定締結日から平成 31 年３月 31 日までとする。 
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（定めのない事項） 

第８条 本契約に定のない事項については、共同事業主協議の上誠意をもって処理するもの

とする。 

 

 共同事業主５者は、上記のとおり共同事業主協定書を締結したので、その証拠としてこの

協定書５通を作成し、各通に構成員が記名押印のうえ、各自１通を保有する。 

  

平成 30 年５月９日 

         

             愛知県    市   町   番地 

          ○○株式会社 代表者××    印 

             愛知県    市   町   番地 

          ○○株式会社 代表者 ××   印 

愛知県    市   町   番地 

     ○○株式会社 代表者 ××   印 

             愛知県    市   町   番地 

○○株式会社 代表者 ××   印 

             愛知県    市   町   番地 

○○株式会社 代表者 ××   印 
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【参考：総事業額から収入額を控除した額が分かる資料の例】 

 

総事業費及び収入額の経費明細表（例） 

 
実施 

事項 

経費区分 
経費予定額 

１．総事業費 

品評会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

展示会 

謝金 

通信運搬費 

備品費 

会議費 

職員旅費 

印刷製本費 

改善事業推進員（雑役務費） 

PC 購入費（助成対象外） 

 

 

 

展示会出展費 

借損料（会場運営、音響設備） 

試作・実験費（10 社） 

通信運搬費 

印刷製本費(ポスター、看板) 

備品費 

委託費（アテンダント） 

改善事業推進員 

旅費 

飲食費（助成対象外） 

＠3,000×100 名＝300,000(※1) 

＠600×50 品=30,000 

@30,000(※1) 

＠6,000(※1) 

＠2,000×５名＝10,000 

＠100×100＝10,000(※1) 

＠15,000×５日＝75,000 

＠200,000×１台＝200,000(※1) 

※1 消費税 43,680 

小計① 704,680 

 

＠300,000×２日＝600,000(※2) 

＠100,000×２日＝200,000(※2) 

＠100,000×10 社＝1,000,000(※2) 

＠20,000 

＠70,000(※2) 

＠100×500 部＝50,000(※2) 

＠10,000×２名×２日＝40,000(※2) 

＠15,000×２日＝30,000 

＠2,000×５名×２日＝20,000 

@20,000(※2) 

※2 消費税 158,400 

小計②2,208,400 

 

総事業費計 2,913,080 

２．収入額 

展示会 テスト販売 

 

＠300×1,000 商品＝300,000 

収入額計 300,000 

３．収支額 2,613,080 

 
  

「総事業費」とは、助成対象外
の経費も含みます。 
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様式第４号 

        平成３０年７月１８日 

時間外労働等改善助成金事業実施計画変更申請書 
東京 労 働 局 長 殿 

 

事業主団体等又は代理人 住所 〒000－0000 

   東京都千代田区霞が関 0-0-0 

電話番号 03－××××―×××× 

（法人名） 一般社団法人東京都○○事業連合会 

代表者職・氏名 

     会長 厚生 太郎         印 

 

事業主団体等又は社会保険

労務士 

（提出代行者・事務代理者 

の表示） 

住所 〒 

電話番号 

（法人名） 

代表者職・氏名 

印 

※申請者が代理人の場合、上欄に代理人の記名押印等を、下欄に時間外労働等改善助成金の支給に係る事

業主団体等の住所、名称及び氏名の記入（押印不要）を、申請者が社会保険労務士法施行規則第 16 条第

２項に規定する提出代行者又は同則第 16 条の３に規定する事務代理者の場合、上欄に事業主団体等の記

名押印等を、下欄に申請者の記名押印等をしてください。 

 

平成３０年６月２０日付けで交付決定を受けた標記助成金について、下記のとおり事業実施計画の変更

の承認を受けたいので申請します。 

記 

１ 事業実施計画変更の事由 

計画では、セミナーの開催を３回としていたが、１回目を終了した時点で予想を上回る参加者がいたた

め、４回にする。 

 

２ 変更後の事業の内容及び目的について（変更がある場合のみ記載） 

（１）支給対象の事業（１つ以上選択） 

ア 市場調査の事業 

イ 新ビジネスモデル開発・実験の事業 

ウ 材料費、水光熱費、在庫等の費用の低減実験（労働費用を除く）の事業 

エ 下請取引適正化への理解促進等、労働時間等の設定の改善に向けた取引先等との調整の事業 

オ 販路の拡大等の実現を図るための展示会開催及び出展の事業 

カ 好事例の収集、普及啓発の事業 

キ セミナーの開催等の事業 

ク 巡回指導、相談窓口の設置等の事業  

ケ 構成事業主が共同で利用する労働能率の増進に資する設備・機器の導入・更新の事業 

コ 人材確保に向けた取組の事業 

 

３ 変更後の国庫補助所要額について 

変更後の国庫補助所要額 6,160,000 円 

 

変更する必要性を記載してく
ださい。 

時間外労働等改善助成金事業実
施計画（変更）の１（７）の国庫
補助所要額を記載ください 
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様式第４号別添 

時間外労働等改善助成金事業実施計画（変更） 
 

１ 支給対象の事業（変更する項目のみ記載） 

(1)事業実施期間  月 日から 月 日 

(2)成果目標 

 

 事業主以上 

（参考）事業主団体等の２分の１ 

 事業主団体×１／２＝  事業主 

(3)改善事業推進員職氏名  

 

(4)所要額の合計（税込）                  6,160,800 円 

(内訳) 

事業の種類 計画件数 計画額 上限額等を考慮した額 

① 市場調査の事業  円 円 

② 新ビジネスモデル開発・実験の事業  円 円 

③ 材料費、水光熱費、在庫等の費用の低

減実験（労働費用を除く）の事業 

 円 円 

④ 下請取引適正化への理解促進等、労

働時間等の設定の改善に向けた取引先

等との調整の事業 

 円 円 

⑤ 販路の拡大等の実現を図るための展

示会開催及び出展の事業 

 円 円 

⑥ 好事例の収集、普及啓発の事業  円 円 

⑦ セミナーの開催等の事業 ５ 1,183,600 円 1,183,600 円 

⑧ 巡回指導、相談窓口の設置等の事業 62 1,977,200 円 1,977,200 円 

⑨ 構成事業主が共同で利用する労働能

率の増進に資する設備・機器の導入・

更新の事業 

２ 3,481,000 円 3,000,000 円 

⑩ 人材確保に向けた取組の事業  円 円 

(5) 総事業費から収入額を控除した額 6,641,800 円 

（内訳）  

総事業費 6,641,800 円 

 収入（見込）額 0 円 

(6) 上限額 10,000,000 円 

(7)国庫補助所要額 

〔(4)から(6)のいずれか低い方の額が上限〕 
 6,160,000 円 

 

 

  

変更となる項目のみ記載して
ください。 

1,000 円未満は切り捨てとなります。 
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様式第４号別添別紙 

時間外労働等改善助成金事業実施計画（変更） 

【実施事業ごとの詳細】 

 

事業実施記号 キ 

 

実施事項 
年間計画 

件数等 所要額 

セミナーの開催 ４ 947,600 円 

労務管理の知識習得のためのセミナーの受講 １ 60,000 円 

  円 

改善事業推進員（山岡一郎） 22 176,000 円 

小計  1,183,600 円 

(2)事業実施の必要性・目的 

 

 

(3)所要額の積算根拠等 

事業の内容 実施予定時期 所要額の内訳 

①セミナーの開催（４回） 

【100 名予定、４回】 

 

 

 

 

 

 

 

③改善事業推進員 

10 月～12 月 

毎月１回開催 

12 月は２回開

催 

 

 

 

 

 

・開催案内 ＠140×100 社×４回＝56,000 

・会場借料 ＠150,000×４回＝600,000(※) 

・会議費  ＠150×100 社×４回＝60,000(※) 

・資料印刷費 @200×100 部×４回=80,000(※) 

・講師謝金   @20,000×４回＝80,000(※) 

・講師旅費   @1,500×４回＝6,000 

     ※消費税 65,600 小計 947,600 

交付済額 710,700＋236,900＝947,600 

 

・改善事業推進員 ＠8,000×22 日＝176,000 

会議の準備 18 日、会議の進行４日 

交付済額 144,000＋32,000＝176,000 

 

 

  

変更となる項目のみ記載してく
ださい。 
 また、変更となる箇所に下線部を
引いてください。 
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様式第７号 

平成３０年１１月１５日 

時間外労働等改善助成金事業中止・廃止承認申請書 

東京 労 働 局 長 殿 

 

事業主団体等又は代理人 住所 〒000－0000 

   東京都千代田区霞が関 0-0-0 

電話番号 03－××××―×××× 

（法人名） 一般社団法人東京都○○事業連合会 

代表者職・氏名 

     会長 厚生 太郎         印 

 

事業主団体等又は社会保険労

務士 

（提出代行者・事務代理者 

の表示） 

住所 〒 

電話番号 

（法人名） 

代表者職・氏名 

印 

※申請者が代理人の場合、上欄に代理人の記名押印等を、下欄に時間外労働等改善助成金の支給に係る事業主

の住所、名称及び氏名の記入（押印不要）を、申請者が社会保険労務士法施行規則第 16 条第２項に規定する提

出代行者又は同則第 16 条の３に規定する事務代理者の場合、上欄に事業主の記名押印等を、下欄に申請者の記

名押印等をしてください。 

 

 平成３０年８月１０日付けをもって交付の決定を受けた時間外労働等改善助成金の助成対象事業について、

（中止・廃止）したいので、下記のとおり申請する。 

記 

 

１ 補助金の実績 

交付決定額 助成金充当額 不用額 

６，１６０，０００円 ０円 ６，１６０，０００円 

 

２ 交付対象事業の中止又は廃止日 

平成３０年１１月１４日 

 

３ 事業を中止又は廃止する理由 

    改善事業の実施について、構成事業主の協力が得られず、事業を継続することが困難となったため。 

 

  

助成金事業そのものを取りやめる場合は
「廃止」、事業実施計画の見直し等のため
一旦実施を取りやめる場合は「中止」と
記入してください。 

なお、中止では事業そのものは廃止さ
れず、再開する場合は、変更申請書（様
式４号）を提出し、都道府県労働局長の
承認を受けてください。 

交付決定通知書（様式２号）に記載された
発出日を記載してください。（計画変更し
た場合は、変更承認通知書（様式５号）） 

交付決定通知書（様式２号）に通知された助
成金の額を記入してください。（計画変更した
場合は、変更承認通知書（様式５号）） 

実際に支給された助成金の額を記入
してください。 

「交付決定額―助成金充当額」の差
額を記入してください。 

中止又は廃止を決めた日付を記入し
てください。 

理由を簡潔に記入ください。 
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様式第８号 

平成３０年１２月２日 

時間外労働等改善助成金事業完了予定期日変更報告書 

東京 労 働 局 長 殿 

 

事業主団体等又は代理人 住所 〒000－0000 

   東京都千代田区霞が関 0-0-0 

電話番号 03－××××―×××× 

（法人名） 一般社団法人東京都○○事業連合会 

代表者職・氏名 

     会長 厚生 太郎         印 

 

事業主団体等又は社会保険労

務士 

（提出代行者・事務代理者 

の表示） 

住所 〒 

電話番号 

（法人名） 

代表者職・氏名 

印 

※申請者が代理人の場合、上欄に代理人の記名押印等を、下欄に時間外労働等改善助成金の支給に係る事業主

団体等の住所、名称及び氏名の記入（押印不要）を、申請者が社会保険労務士法施行規則第 16 条第２項に規定

する提出代行者又は同則第 16 条の３に規定する事務代理者の場合、上欄に事業主団体等の記名押印等を、下欄

に申請者の記名押印等をしてください。 

 

 時間外労働等改善助成金に係る事業完了予定期日の変更について、下記のとおり報告します。 

 

     記 

１ 事業完了予定期日 

 変更前 平成３０年１２月３１日 

変更後 平成３１年 １月３１日 

 

２ 経費所要額          

交付決定額 

（交付決定年月日） 

平成３０年度 

受入済額 

平成３１年度への 

要繰越額 

不用額 

６，１６０，０００円 

（平成３０年８月１０日） 
０円 ０円 ０円 

          

３ 予定の期間内に完了しない（助成事業の遂行が困難になった）理由 

  好事例集をとりまとめていた改善事業推進員がインフルエンザに罹患し、取りまとめに遅れが生じたため。 

  

変更期日を具体的に記入ください。 

交付決定通知書（様式２号）に通知された助
成金の額を記入してください。（計画変更した
場合は、変更承認通知書（様式５号）） 

理由を簡潔に記入ください。 
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様式第９号 

     平成３０年１１月２０日 

時間外労働等改善助成金事業実施状況報告書 

東京 労 働 局 長 殿 

      

事業主団体等又は代理人 住所 〒000－0000 

   東京都千代田区霞が関 0-0-0 

電話番号 03－××××―×××× 

（法人名） 一般社団法人東京都○○事業連合会 

代表者職・氏名 

     会長 厚生 太郎         印 

 

事業主団体等又は社会保険労

務士 

（提出代行者・事務代理者 

の表示） 

住所 〒 

電話番号 

（法人名） 

代表者職・氏名 

印 

※申請者が代理人の場合、上欄に代理人の記名押印等を、下欄に時間外労働等改善助成金の支給に係る事業主

団体等の住所、名称及び氏名の記入（押印不要）を、申請者が社会保険労務士法施行規則第 16 条第２項に規定

する提出代行者又は同則第 16 条の３に規定する事務代理者の場合、上欄に事業主団体等の記名押印等を、下欄

に申請者の記名押印等をしてください。 

 

 交付要綱第 12 条により、時間外労働等改善助成金の改善対象事業の実施状況について、報告します。 

 

記 

 

 事業の実施状況について 

 

働き方改革に関するセミナーは、１０月１１日、１１月１９日の計２回実施。今後は、１２月４日、

１２月２５日に実施予定。 

 外部専門家による巡回指導は、５０回中３６回実施。日程が合わず１０社と調整中であるが、２社に

ついては、１１月２５日、３０日に実施予定。 

 巡回指導後、１月１０日までに報告書を取りまとめ、周知を実施予定。 

 

  

事業の実施状況及び、今後の事業実施の予定
について報告ください。 
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様式第 10 号 

       平成 ３１年 ２月１４日 

時間外労働等改善助成金支給申請書 

東京 労 働 局 長 殿 

 

事業主団体等又は代理人 住所 〒000－0000 

   東京都千代田区霞が関 0-0-0 

電話番号 03－××××―×××× 

（法人名） 一般社団法人東京都○○事業連合会 

代表者職・氏名 

     会長 厚生 太郎         印 

 

事業主団体等又は社会保険労

務士 

（提出代行者・事務代理者 

の表示） 

住所 〒 

電話番号 

（法人名） 

代表者職・氏名 

印 

※申請者が代理人の場合、上欄に代理人の記名押印等を、下欄に時間外労働等改善助成金の支給に係る事業主

団体等の住所、名称及び氏名の記入（押印不要）を、申請者が社会保険労務士法施行規則第 16 条第２項に規定

する提出代行者又は同則第 16 条の３に規定する事務代理者の場合、上欄に事業主団体等の記名押印等を、下欄

に申請者の記名押印等をしてください。 

 時間外労働等改善助成金の支給を受けたいので、下記のとおり申請します。 

記 

 

１ 助成金申請額（詳細は、時間外労働等改善助成金事業実施結果報告書参照） 

  6,053,000 円 

２ その他          

（１）労働保険料を滞納していないか 滞納していない ・ 滞納している 

（２）過去３年間に助成金の不正受給を行っていない

か 
行っていない ・ 行った 

（３）暴力団関係事業主に該当しないか 該当しない ・ 該当する 

（４）風俗営業等関係事業主に該当しないか 該当しない ・ 該当する 

（５）倒産していないか 倒産していない・倒産している 

（６）不正受給を理由に交付決定を取り消された場合、

労働局が事業主名等公表することに同意するか 

同意する ・ 同意しない 

（７）国や地方公共団体からの他の補助金の申請、受

給の有無について（本年度の状況） 

無・ 有 → 補助金の名称 

[                 ] 

  

事業実施期間終了日から１か月以内、又は２月 15
日（金）のいずれか早い日付になります。 

事業実施結果報告書(様式第 11 号)の(8)国庫
補助所要額となります。 

詳細は、支給要領第２の２をご確
認ください。 

他の補助金の申請が有の場合、助成内容が分かる資料を添
付してください。 
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様式第 11 号 

平成 31 年２月１４日 

時間外労働等改善助成金事業実施結果報告書 

 

東京 労 働 局 長 殿 

 

事業主団体等又は代理人 住所 〒000－0000 

   東京都千代田区霞が関 0-0-0 

電話番号 03－××××―×××× 

（法人名） 一般社団法人東京都○○事業連合会 

代表者職・氏名 

     会長 厚生 太郎         印 

 

事業主団体等又は社会保険労

務士 

（提出代行者・事務代理者 

の表示） 

住所 〒 

電話番号 

（法人名） 

代表者職・氏名 

印 

※申請者が代理人の場合、上欄に代理人の記名押印等を、下欄に時間外労働等改善助成金の支給に係る事業主

団体等の住所、名称及び氏名の記入（押印不要）を、申請者が社会保険労務士法施行規則第 16 条第２項に規定

する提出代行者又は同則第 16 条の３に規定する事務代理者の場合、上欄に事業主団体等の記名押印等を、下欄

に申請者の記名押印等をしてください。 

 

 時間外労働等改善助成金事業の実施の結果について、下記のとおり報告します。  

記 

(1)事業実施期間  ８月１日から１月３１日 

(2)成果目標 

 

（事業実施前）            ５０事業主 

（事業実施後）           １００事業主 

（参考）事業主団体等の２分の１ 

１００ 事業主団体×１／２＝ ５０ 事業主 

(3)改善事業の取組又は改善事業取組結果の伝達状況 

（記載例） 

・会員誌に、セミナーで使用した資料及びそのポイントを掲載した記事を掲載し、構成事業主１００社

に配布した。  

・HP に働き方改革の特集記事を掲載した。 

・巡回指導時において、好事例集をとりまとめ、全構成事業主に配布した。 

・相談会実施時において、相談が多かった項目をとりまとめ、構成事業主１００社に配布した。 

・共同で購入した介護器具について、利用方法の手順書をとりまとめ、構成事業主に配布した。 

・委員会で展示会の開催結果、参加者からのアンケート結果を共有した。 

事業実施期間を記入してくださ
い。 
なお、事業計画で定める事業実施
期間を超えて事業は実施できま
せん。（その場合は計画の変更等
が必要になります。） 

(3)の伝達状況により、周知が図ら
れた構成事業主数を記載ください。 

伝達状況を記入頂くともに、伝達状況が分かる参
考資料を「資料１」として添付してください。 
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(4)事業実施結果の効果検証、活用方法の検証 

（記載例） 

・展示会の開催について、委員会で意見を共有後、組合員及び参加者からは、次の意見・評価を得た。 

 （展示会そのものを単独企業では実施できないので、組合単位での実施は非常に有益だった/取引の主

体は東北地区であるが本事業により東京地区での新規販路開拓で役立った/商品と共に企業としてもアピ

ールとなり、今後の新規販路開拓のきっかけとなったなど） 

 

・働き方改革に関するセミナーを計画通り開催し、構成事業主からのアンケートは９割以上の満足度を

得た（別添参照）。また質疑応答では、賃金台帳の様式が欲しいとの照会があったので、別途様式集を作

成、配布するとともに助言を行った。 

労働時間の管理に悩んでいる方には、時間外労働上限設定コースを案内した。 

 

・外部専門家の巡回指導により、36 協定の周知や、就業規則の整備に向けた助言を行った。 

 （主な改善事例）  

A 社においては、季節による業務の繁閑があるため、変形労働時間制度の導入に係るアドバイスを行っ

た。見直しに当たっては、シフトを変更する際の留意すべき点（変形労働時間制における連続労働日数、

１日、１週間の労働時間数の限度等）についてのアドバイスや、労使の話し合いの機会を設けること、「働

き方・休み方改善指標」の自己診断等を活用して現状把握・今後の取組を推進することなどについて助

言した。 

B 社においては、年次有給休暇の取得率が低調であったことから、不効率な業務の廃止などのアドバイ

スや、閑散期における連続休暇取得の働きかけを行った。 

 

・購入した設備を実際に使用したところ、導入前は、１件当たりの作業時間 10 分かかっていたところ、

半分の５分に短縮され、１日当たり約１時間の短縮が図られた（別添資料参照）。 

 

・事業主団体等が主催する合同採用説明会の開催に当たり、それぞれの構成事業主において、就業規則

を変更し、所定労働時間の短縮や、勤務間インターバル制度の導入、テレワークの導入を行った。 

その結果、テレワークを導入した企業において、新規採用１名を行うことができたことから、当該取

組を好事例として、構成事業主に横展開を図りたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

アンケート結果や、構成事業主からの意見、実際
の改善事例などを具体的に記入頂くともに、事業
を実施したことが客観的に分かる参考資料を「資
料２」として添付してください。 
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(5)所要額の合計（税込） 6,053,100 円 

(内訳) 

事業の種類 計画 

件数 

実施 

件数 

実施費用 上限額等を 

考慮した額 

① 市場調査の事業   円 円 

② 新ビジネスモデル開発・実験の事業   円 円 

③ 材料費、水光熱費、在庫等の費用の低減

実験（労働費用を除く）の事業 

  円 円 

④ 下請取引適正化への理解促進等、労働

時間等の設定の改善に向けた取引先等と

の調整の事業 

  円 円 

⑤ 販路の拡大等の実現を図るための展示

会開催及び出展の事業 

  円 円 

⑥ 好事例の収集、普及啓発の事業   円 円 

⑦ セミナーの開催等の事業 5 5 1,177,600 円 1,177,600 円 

⑧ 巡回指導、相談窓口の設置等の事業 62 60 1,875,500 円 1,875,500 円 

⑨ 構成事業主が共同で利用する労働能率

の増進に資する設備・機器の導入・更新

の事業 

２ ２ 3,481,000 円 3,000,000 円 

⑩ 人材確保に向けた取組の事業   円 円 

(6) 総事業費から収入額を控除した額 6,210,100 円 

（内訳）  

総事業費 6,210,100 円 

 収入（見込）額 0 円 

(7) 上限額 10,000,000 円 

(8)国庫補助所要額 

〔(5)から(7)のいずれか低い方の額が上限〕 
 6,053,000 円 

 

  
1,000 円未満は切り捨てとなります。 

収入額が生じる場合は、内訳を記載
頂くとともに、算出過程が分かる資
料を添付してください。 

様式第 11 号別添の件数及び所
要額の合計をそれぞれ記入して
ください。 

実施費用が上限額を上回る場合は、
上限額が適用されます。 
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様式第 11 号（続紙 1） 

時間外労働等改善助成金事業実施状況報告書 

【実施事業ごとの詳細】 

事業実施記号 キ 

 

(1)実施事項 
計画 

件数等 

実績 

件数等 実施費用 

セミナーの開催 ４ 4  941,600 円 

労務管理の知識習得のためのセミナーの受講 １ 1 60,000 円 

改善事業推進員（山岡一郎） 22 22 176,000 円 

小計 1,177,600 円 

(2)事業実施の詳細 

①セミナーの開催 

 構成事業主の働き方改革や、生産性向上に向けた取組を推進するため、外部専門家を講師として招き、

以下のとおり、セミナーを開催した。 

１０月１０日 議題 働き方改革に向けて活用が可能な助成金について（参加者 76 名） 

１１月１９日 議題 労働時間の短縮に向けた改善ポイントについて（参加者 96 名） 

 12 月４日 議際「雇用形態にかかわらない公正な待遇の確保」のポイントについて（参加者 67 名） 

 １２月 25 日 議題「賃金引上げに向けたビジネスモデル開発、販路開拓に向けたマーケティング、ワ

ークショップ」（参加者 88 名） 

②労務管理の知識習得のためのセミナーへの参加 

 10 月 22 日に開催された、標記セミナーに構成事業主から 10 名参加した。 

 

(3)費用の内訳の詳細 

事業の内容 実施時期 所要額の内訳 

①セミナーの開催 

 

 

 

 

 

 

 

②労務管理セミナーの受講 

③改善事業推進員 

10 月 10 日、11 月

19 日、12 月４日、

12 月 25 日に開催 

 

 

 

 

 

 

・開催案内 ＠140×100 社×４回＝56,000 

・会場借料 ＠150,000×４回＝600,000(※) 

・会議費  ＠150×100 社×４回＝60,000(※) 

・資料印刷費 @200×100 部×４回=80,000(※) 

・講師謝金   @20,000×４回＝80,000(※) 

・講師旅費   0（講師から不要の申出があった） 

     ※消費税 65,600  

小計 941,600 

・出席旅費 ＠6,000×10 名＝60,000 

・改善事業推進員 ＠8,000×22 日＝176,000 

会議の準備 18 日、会議の進行４日 

  

議事次第、セミナー資料、出席者名簿など事業を実施したことが客観
的に分かる参考資料を「資料２」として添付してください。 

実施費用について、銀行振込受領書などの費用を
支出したことが確認できる書類や、領収書、納品
書などを「資料３」として添付してください。 

計画上の金額と異なる場合
は理由を記入ください。 

主な実施事項、実績を記入し
てください。 

ア～コを記入します。 
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様式第 11 号（続紙 1） 

時間外労働等改善助成金事業実施状況報告書 

【実施事業ごとの詳細】 

 

事業実施記号 ク 

 

(1)実施事項 
計画 

件数等 

実績 

件数等 実施費用 

全社説明会 ２ ２ 401,200 円 

巡回式個別支援 50 49 1,252,900 円 

相談会形式個別支援 10 ９ 221,400 円 

小計 1,875,500 円 

(2)事業実施の詳細 

①全体説明会（８月 26 日） 

 構成事業主に対し、労働時間等の設定改善に向けての事業計画を説明し、また専門家による労務管理

上の諸問題に対する説明を行った。【参加者：96 企業の事業主、労務管理担当者】 

 欠席した企業４社に対しては、個別訪問により、説明を行った。 

②巡回指導（９月１日～12 月 28 日） 

 ①の全体説明会により、巡回指導の申込み方法について説明を行い、９月１日から申し込みを開始し

た。９月から 12 月 28 日までの期間中、構成事業主 49 社から巡回指導の申出があり、外部専門家の個

別指導による支援を行った。 

③相談会形式個別指導 

 ９月 13 日、９月 20 日、10 月 11 日、11 月 8 日、11 月 15 日、12 月 13 日、12 月 20 日、１月 10

日、１月 17 日の計９回、相談窓口を設置して、個別指導を行った。 

 10 月 18 日については、外部専門家の予定が合わず開催しなかった。 

 期間中延べ 165 回の電話、来所相談対応を行った。 

④全体説明会（１月 22 日） 

 ②、③の中で好事例について外部専門家から紹介して頂き、労務管理の改善点の共有を図った。また、

②の巡回指導を受けた３企業から改善支援を受けた前後における、業務効率化の変化、労働者の意見等

について発表して頂いた。 

 欠席した企業 10 社については、個別訪問により、説明を行った。 

【参加者：90 名】 

 

 

 

 

 

会議資料、出席者名簿、相談票など事業を実施したことが客観的に分
かる参考資料を「資料２」として添付してください。 
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(3)費用の内訳の詳細 

事業の内容 実施時期 所要額の内訳 

①全体説明会 

 

 

 

 

 

 

 

②巡回指導 

 

 

 

 

 

 

 

③相談会形式個別指導 

 

 

 

 

 

④全体説明会 

８月 26 日 

 

 

 

 

 

 

 

9 月 1 日～12

月 28 日 

 

 

 

 

 

 

9 月 13 日～1

月 17 日（９回

実施） 

 

 

 

１月 22 日 

・開催通知  @140×100 社＝14,000 

・会場借料  ＠80,000(※1) 

・会議費   ＠50,000(※1) 

・資料印刷費 ＠200×100 社＝20,000(※1) 

・講師謝金  ＠20,000(※1) 

・講師旅費  ＠3,000 

       ※1 消費税 13,600 

小計 200,600 

・謝金  ＠20,000×49 社＝980,000 

・旅費  194,500（別添参照） 

       消費税 78,400 

小計 1,252,900 

（計画上は 50 社を予定したが、49 社の実施にな

ったため。また、旅費は別添経路により、計画上の

金額を下回ったため。） 

 

・講師謝金 ＠20,000×９回＝180,000 

・講師旅費 ＠3,000×９回＝27,000 

      消費税 14,400 

小計 221,400 

（計画上 10 回としたが、９回の実施となったため） 

 

・開催通知  @140×100 社＝14,000 

・会場借料  ＠80,000 

・会議費   ＠50,000 

・資料印刷費 ＠200×100 社＝20,000 

・講師謝金  ＠20,000 

・講師旅費  ＠3,000 

       消費税 13,600 

小計 200,600 

 

  

実施費用について、銀行振込受領書などの費用を
支出したことが確認できる書類や、領収書、納品
書などを「資料３」として添付してください。 

計画上の金額と異なる場合
は理由を記入ください。 
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様式第 11 号（続紙 1） 

時間外労働等改善助成金事業実施状況報告書 

【実施事業ごとの詳細】 

 

事業実施記号 ケ 

 

(1)実施事項 
計画 

件数等 

実績 

件数等 実施費用 

分析計の導入 2 ２ 3,481,000 円 

   円 

   円 

   円 

   円 

小計 3,481,000 円 

(2)事業実施の詳細 

・10 月 10 日、計画通り、分析計〇〇を購入 

・10 月 25 日、別添のマニュアルを作成し、組合企業 100 社に郵送により配布した。 

 

(3)費用の内訳の詳細 

事業の内容 実施時期 所要額の内訳 

①分析計の購入 

②利用マニュアルの配布 

10 月 10 日 

10 月 25 日 

 

 

 

 

 

 

 

・機械装置等購入費 ＠1,600,000×２台＝3,200,000 

    消費税 256,000、小計 3,456,000 

・通信運搬費（郵送費） ＠250×100 社＝25,000 

 

 

 

導入機器の写真、事業を実施したことが客観的に分かる参考資
料を「資料２」として添付してください。 

実施費用について、銀行振込受領書などの費用を
支出したことが確認できる書類や、領収書、納品
書などを「資料３」として添付してください。 
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【参考：作業日報の例】 

改善事業推進員 作業日報 

 

日時 平成 30 年８月８日 

 

改善事業推進員氏名  鈴木 一郎   印 

 

 

活動項目 市場調査の全体会議 

活動内容 

〇〇事業連合会労働時間等設定改善推進会議全体会議に出席し、司会進行をおこなった。 

 当日は、午後１時より会議開始であったため、午前中は会場設営や資料配布等の用務を午

前９時から開始し、午後１時から司会進行を行った。 

 会議では、〇〇事業連合会における今後の労働時間等設定改善事業の進め方や方針の策定

について、参加した会員企業から意見聴取するとともに、今後の方針について了解を得た。 

 会議は午後４時で終了し、その後会場や資料の後片づけ等を行い、午後５時には業務を終

了した。 

 

 

備考 

 次回会議は、平成 30 年９月 30 日。 
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様式第 14 号 

平成３１ 年４月２6 日 

時間外労働等改善助成金に係る消費税額の確定に伴う報告書 

東京 労 働 局 長 殿 

 

事業主団体等又は代理人 住所 〒１００―×××× 

電話番号０３－１２３４－５６７８ 

（法人名）一般社団法人東京都〇〇事業連合会 

代表者職・氏名 

会長 改善一郎              印 

 

事業主団体等又は社会保険労

務士 

（提出代行者・事務代理者 

の表示） 

住所 〒 

電話番号 

（法人名） 

代表者職・氏名 

印 

※申請者が代理人の場合、上欄に代理人の記名押印等を、下欄に時間外労働等改善助成金の支給に係る事業主

団体等の住所、名称及び氏名の記入（押印不要）を、申請者が社会保険労務士法施行規則第 16 条第２項に規定

する提出代行者又は同則第 16 条の３に規定する事務代理者の場合、上欄に事業主団体等の記名押印等を、下欄

に申請者の記名押印等をしてください。 

 

 下記のとおり報告します。 

 

記 

           

１ 補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）第１５条に基づく確定額

又は事業実績報告額 

 

金 ６，０５３，０００ 円 

 

２ 消費税額の申告により確定した消費税仕入控除税額（要国庫補助金返還相当額） 

 

金 ７５，０００ 円 

 

３ 添付資料 

   記載内容を確認するための書類（確定申告書の写し、課税売上割合等が把握できる資料、特定収入の割

合を確認できる資料）を添付すること。 

 

支給決定通知書で通知された
金額を記入してください。 

金額が確認できる資料を添
付してください。 
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交付申請時の提出書類一覧 

※書類は下記の番号順に整えて提出してください。 

※書類が全て揃っていない場合には受理することができませんので、ご注意ください。 

※この他、審査に必要な書類を提出していただく場合がありますので、ご承知おきください。 

 

番号 書類名 部数 備考 

1 交付申請書（様式第 1 号） 原本 1 部  

2 事業実施計画（様式第 1 号別添） 原本 1 部  

3 構成事業主名簿（様式第１号別添別紙）、 

協定書（締結する必要がある場合） 

写し 1 部 支給要領第１の１（２）の「中小

企業事業主占める割合が、構成事業

主全体の２分の１を超えているこ

と」を確認するものとなります。 

 なお、当該要件を確認できる場合

には、様式第１号別添別紙以外の既

存の会員名簿等を添付して頂いて構

いません。 

また、中小企業事業主の分類を確

認するに当たり、相当程度の時間を

要する場合において、支給要領第１

の１（１）①アからエに該当する事

業主団体については、それぞれの根

拠法上における目的等に鑑み、申請

手続の簡素化の観点から、「中小企業

事業主の占める割合が、構成事業主

全体の２分の１を超える」旨を署名

すること等により、要件を満たすこ

ととして取扱います。 

4 定款、会則等 写し 1 部 支給要領第１の１（３）の「事業活

動状況に問題がないこと」の要件を

確認するものとなります。 

5 直近２年間の収支決算書（新規設立時は除

く） 

写し 1 部 支給要領第１の１（３）の「事業活

動状況に問題がないこと」や、「事業

主団体の財政が健全であること」の

要件を確認するものとなります。 

6 見積書（事業を実施するために必要な経費の算出根

拠が分かる資料、必要に応じて導入する機器等の内

容が分かる資料） 
 
※見積書の発行を受けることができない場合、例外

的に見積書以外の資料によることを認める場合があ

る。 

写し 1 部 ①見積書は、金額が適正な水準のも

のか確認する必要があるため、複数

提出すること。※複数提出できない場合

は、金額が適正な水準であることが確認で

きる資料を提出すること。 

②採用する見積書の右上に【資料

ａ】、相見積書の右上に【資料ｂ】と

付すこと。※複数の製品・サービスにつ

いて申請する場合には、製品・サービス毎

に番号（資料１－ａ、資料１－ｂ、資料２

－ａ、資料２－ｂ等）を付すこと。 
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交付申請チェックリスト 

 
様式第１号、添付書類関係 

□ 申請事業主団体等の名称を記入・押印しているか。 

□ 申請事業主団体等の分類は適切に記載されているか。 

□ 申請事業主団体等の活動内容についてその概要を記載しているか。 

□ 申請事業主団体等は労災保険法の適用事業主に該当しているか。 

□ 申請事業主団体等が共同事業主の場合、協定書を締結しているか。 

□ 構成事業主の一覧等を添付しているか。 

□ 「２ 事業の内容及び目的」について、支給対象の事業を１つ以上選択しているか。 

□ 支給要領に定める不支給等要件に該当していないか。 

□ 「時間外労働等改善助成金事業実施計画」（様式第１号別添）を添付しているか。 

 

様式第１号別添  

□ 事業実施期間は余裕を持った期間を設定しているか。 

□ 成果目標は、構成事業主の２分の１以上を設定しているか。 

□ 改善事業推進員の氏名を記入しているか。 

□ 所要額計の合計額に齟齬はないか。 

□ 事業ごとの計画額が上限額を上回る場合、上限額を適用しているか。 

□ 収入額（見込み含む）が発生する場合、見込額の内訳を添付しているか。 

 

様式第１号別添別紙 

□ 事業内容、事業の目的、実施予定時期、所要額の内訳を、具体的に記入しているか。 

□ 経費の算出根拠が分かる資料（見積書）を添付しているか。 

□ 事業実施期間中に実際に負担する料金のみを記入しているか。 

□ 契約形態が事業実施期間を超える契約の場合、年額、月額料金等については、事業実施期間に係る

料金のみとしているか（年額の場合は月割りしてあるか）。 

□ 助成対象ではない経費を含めていないか（時間外労働等改善助成金支給要領の別紙の経費か）。 

 

その他 

□ 「交付申請時の提出書類一覧」記載の資料をすべて添付しているか。 

□ その他、「申請書類等の書き方と留意点」に基づいて記入しているか。 
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事業実施計画変更申請時の提出書類一覧 

 

※書類は下記の番号順に整えて提出してください。 

※書類が全て揃っていない場合には受理することができませんので、ご注意ください。 

※この他、審査に必要な書類を提出していただく場合がありますので、ご承知おきください。 

番号 書類名 部数 備考 

1 事業実施計画変更申請書（様式第 4 号） 原本 1 部  

2 事業実施計画（変更）（様式第 4 号別添） 原本 1 部  

3 見積書（変更後の事業を実施するために必要な

経費の算出根拠が分かる資料、必要に応じて導入

する機器等の内容が分かる資料） 

 
※見積書の発行を受けることができない場合、例

外的に見積書以外の資料によることを認める場

合がある。 

写し 1 部 該当する場合のみ 

①見積書は、金額が適正な水準のものか

確認する必要があるため、複数提出する

こと。※複数提出できない場合は、金額が適正

な水準であることが確認できる資料を提出する

こと。 
②採用する見積書の右上に【資料ａ】、相

見積書の右上に【資料ｂ】と付すこと。
※複数の製品・サービスについて申請する場合に

は、製品・サービス毎に番号（資料１－ａ、資料

１－ｂ、資料２－ａ、資料２－ｂ等）を付すこと。 

 

 

変更申請チェックリスト 
様式第４号 

□ 申請事業主等の名称を記入・押印しているか。 

□ 記入漏れの項目はないか。 

 

様式第４号別添 

□ 記入漏れの項目はないか。 

□ 「（４）事業の詳細」に変更がある場合、別紙に実施事項、事業の必要性、実施予定時期、所要額の内

訳を具体的に記入しているか。 

□ 経費の算出根拠が分かる資料（見積書）を添付しているか。【※ 該当する場合のみ】 

□ 事業実施期間中に実際に負担する料金のみを記入しているか。 

□ 契約期間が事業実施期間を超える契約の場合、年額、月額料金等を事業実施期間に係る料金のみとして

いるか（年額の場合は月割りしてあるか）。 

□ 助成対象ではない経費を含めていないか（時間外労働等改善助成金支給要領の別紙の経費か)。 

 

その他 

□ 「事業実施計画変更申請時の提出書類一覧」記載の資料をすべて添付しているか。 

□ その他、「申請書類等の書き方と留意点」に基づいて記入しているか。 
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支給申請時の提出書類一覧 
 

※書類は下記の番号順に整えて提出してください。 

※書類が全て揃っていない場合には受理することができませんので、ご注意ください。 

※この他、審査に必要な書類を提出していただく場合がありますので、ご承知おきください。 

番号 書類名 部数 備考 

1 支給申請書（様式第 10 号） 原本 1 部  

2 国や地方公共団体からの他の補助金を受けている場合、

他の補助金の助成内容が分かる資料（他の補助金の申請

書及び交付決定通知書など） 

写し 1 部 該当する場合のみ 

資料右上に【資料Ａ】と

付すこと 

3 事業実施結果報告書（様式第 11 号、第 11 号続紙１） 原本 1 部  

4 成果目標の取組状況に関する証拠書類（会報誌、メルマ

ガ、HP の写し、好事例報告書など） 

写し 1 部 資料右上に【資料１】 

と付すこと（注） 

5 改善事業実施の効果検証、活用方法の検証、事業を実施

したことが客観的に分かる資料（※１） 

写し 1 部 資料右上に【資料２】 

と付すこと（注） 

6 事業の実施に要した費用を支出したことが確認できる

書類（銀行振込受領書、領収書、請求書、日報、雇用契

約書（写）など）（※2） 

写し 1 部 資料右上に【資料３】 

と付すこと（注） 

注）資料が複数種類に及ぶ場合は「１－①」等、枝番号を付すこと 

 

※１ 添付資料例 

事業内容 添付資料例 

市場調査の事業 
調査票、調査結果資料、マニュアル 

 

ビジネスモデル開発、実験の事業 
試作品の写真、打ち合わせ記録、実験結果 

 

材料費、低減実験の事業 実験結果報告書、実験時の写真 

下請取引適正化への理解促進等、労働時間等の設

定の改善に向けた取引先等の調整の事業 
取決め文書、会議議事録、会議風景の写真 

販路の拡大等の実現を図るための展示会の開催

及び出展の事業 
展示会開催の写真、アンケート調査結果 

好事例の収集、普及啓発の事業 
ヒアリング調査、好事例集、普及啓発に係る HP

の写 

セミナーの開催の事業 
研修次第、セミナー資料、出席者名簿、セミナー

風景の写真、アンケート調査実施結果 

巡回指導、相談窓口の設置の事業 
コンサルティングの結果報告書、相談票の写、相

談会の風景の写真、満足度調査 

共同機器の導入・更新の事業 
納品書、機器等の導入・更新が確認できる資料（導

入した機器の写真等）、利用に当たっての手順書 

人材確保に向けた取組の事業 掲載した求人誌等の写、採用説明会の写真 

 

※２ 支払は銀行振込を原則とし、支払の事実（支払の相手方、支払内容、支払日、支払額等）を証明

できるものを提出してください。 
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支給申請チェックリスト 
 

様式第 10 号 

□ 申請事業主等の名称を記入・押印しているか。 

□ 記入漏れの項目はないか。  

□ 助成金申請額が、交付決定通知書（計画を変更した場合は事業実施計画変更承認通知

書）で承認された助成金の額を上回っていないか。 

□ 時間外労働等改善助成金支給要領に定める不支給等要件に該当していないか。 

□ 他の補助金の申請、受給が有りの場合、当該補助金は同一の措置内容に対するもので

はないか。 

 

 

様式第 11 号 

□ 申請事業主等の名称を記入・押印しているか。 

□ 記入漏れの項目はないか。 

□ 成果目標の取組状況についての証拠書類を添付しているか。 

□ 事業の詳細について、実施内容を具体的に記入しているか。 

□ 実施した事業の内容は計画どおりとなっているか。（計画通りに実施できなかった場合

はその理由） 

□ 費用の内訳は、実施した事業内容ごとに単価・個数等の詳細を記入しているか。 

□ 記入した単価・個数等は、添付資料や実施した事業内容に記入した内容等により、根

拠を確認できるか。 

□ 交付決定日から支給申請書提出日までに実際に負担した料金のみを記入しているか。 

□ 契約形態が事業実施期間を超える契約の場合、年額、月額料金等については、事業実

施期間に係る料金のみとしているか（年額の場合は月割りしてあるか）。 

□ 助成対象ではない経費を含めていないか（時間外労働等改善助成金支給要領の別紙の

経費か）。 

□ 添付された領収書等に不適切なものはないか（日付が交付決定日以前のもの等）。 

 

その他 

□ 「支給申請時の提出書類一覧」記載の資料をすべて添付しているか。 

□ その他、「申請書類等の書き方と留意点」に基づいて記入しているか。 
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労働局名 所在地 電話番号

北海道労働局 〒 060 - 8566 札幌市北区北８条西２丁目１番１　札幌第一合同庁舎９階 011-788-7874

青森労働局 〒 030 - 8558 青森市新町２丁目４－２５　青森合同庁舎６階 017-734-6651

岩手労働局 〒 020 - 8522 盛岡市盛岡駅西通１－９－15　盛岡第２合同庁舎５階 019-604-3010

宮城労働局 〒 983 - 8585 仙台市宮城野区鉄砲町１番地　仙台第４合同庁舎８階 022-299-8834

秋田労働局 〒 010 - 0951 秋田市山王７丁目１番３号　秋田合同庁舎４階 018-862-6684

山形労働局 〒 990 - 8567 山形市香澄町３－２－１　山交ビル３階 023-624-8228

福島労働局 〒 960 - 8021 福島市霞町１－46　福島合同庁舎５階 024-536-2777

茨城労働局 〒 310 - 8511 水戸市宮町１丁目８番31号　茨城労働総合庁舎６階 029-277-8294

栃木労働局 〒 320 - 0845 宇都宮市明保野町１－４　宇都宮第２地方合同庁舎３階 028-633-2795

群馬労働局 〒 371 - 8567 前橋市大手町２－３－１　前橋地方合同庁舎８階 027-896-4739

埼玉労働局 〒 330 - 6016 さいたま市中央区新都心11－２　ランド・アクシス・タワー16階 048-600-6210

千葉労働局 〒 260 - 8612 千葉市中央区中央４－11－1　千葉第２地方合同庁舎１・２階 043-306-1860

東京労働局 〒 102 - 8305 千代田区九段南１－２－１　九段第３合同庁舎14階 03-6893-1100

神奈川労働局 〒 231 - 8434 横浜市中区北仲通５－57　横浜第２合同庁舎13階 045-211-7357

新潟労働局 〒 950 - 8625 新潟市中央区美咲町１－２－１　新潟美咲合同庁舎２号館３階 025-288-3528

富山労働局 〒 930 - 8509 富山市神通本町１－５－５　富山労働総合庁舎１階 076-432-2728

石川労働局 〒 920 - 0024 金沢市西念３丁目４番１号　金沢駅西合同庁舎６階 076-265-4429

福井労働局 〒 910 - 8559 福井市春山１丁目１－54　福井春山合同庁舎９階 0776-22-0221

山梨労働局 〒 400 - 8577 甲府市丸の内１丁目１－11　山梨労働局４階 055-225-2851

長野労働局 〒 380 - 8572 長野市中御所１－22－１　長野労働総合庁舎２階 026-223-0560

岐阜労働局 〒 500 - 8723 岐阜市金竜町５丁目13番地　岐阜合同庁舎４階 058-245-1550

静岡労働局 〒 420 - 8639 静岡市葵区追手町９－50　静岡地方合同庁舎５階 054-254-6320

愛知労働局 〒 460 - 0008 名古屋市中区栄２－３－１　名古屋広小路ビルヂング11階 052-857-0313

三重労働局 〒 514 - 8524 津市島崎町327番２　津第２地方合同庁舎２階 059-261-2978

滋賀労働局 〒 520 - 0051 大津市打出浜14番15号　滋賀労働総合庁舎４階 077-523-1190

京都労働局 〒 604 - 0846 京都市中京区両替町通御池上ル金吹町４５１　京都労働局５階 075-275-8087

大阪労働局 〒 540 - 8527 大阪市中央区大手前４－１－67　大阪合同庁舎第２号館８階 06-6941-4630

兵庫労働局 〒 650 - 0044 神戸市中央区東川崎町１－１－３　神戸クリスタルタワー15階 078-367-0700

奈良労働局 〒 630 - 8570 奈良市法蓮町387番地　奈良第三地方合同庁舎２階 0742-32-0210

和歌山労働局 〒 640 - 8581 和歌山市黒田二丁目３－３　和歌山労働総合庁舎４階 073-488-1170

鳥取労働局 〒 680 - 8522 鳥取市富安２丁目89－９　鳥取労働局２階 0857-29-1701

島根労働局 〒 690 - 0841 松江市向島町134－10　松江地方合同庁舎５階 0852-20-7007

岡山労働局 〒 700 - 8611 岡山市北区下石井１－４－１　岡山第２合同庁舎３階  086-224-7639

広島労働局 〒 730 - 8538 広島市中区上八丁堀６番30号　広島合同庁舎第２号館５階 082-221-9247

山口労働局 〒 753 - 8510 山口市中河原町６－16　山口地方合同庁舎２号館５階 083-995-0390

徳島労働局 〒 770 - 0851 徳島市徳島町城内６番地６　徳島地方合同庁舎４階 088-652-2718

香川労働局 〒 760 - 0019 高松市サンポート３番33号　高松サンポート合同庁舎北館２階 087-811-8924

愛媛労働局 〒 790 - 8538 松山市若草町４番地３　松山若草合同庁舎６階 089-935-5222

高知労働局 〒 780 - 8548 高知市南金田１番39号　高知労働局総合庁舎４階 088-885-6041

福岡労働局 〒 812 - 0013 福岡市博多区博多駅東２丁目11番１号　福岡合同庁舎新館４階 092-411-4717

佐賀労働局 〒 840 - 0801 佐賀市駅前中央３丁目３番２０号　佐賀第２合同庁舎７階 0952-32-7218

長崎労働局 〒 850 - 0033 長崎市万才町７－１　住友生命長崎ビル３階 095-801-0050

熊本労働局 〒 860 - 8514 熊本市西区春日２－10－１　熊本地方合同庁舎Ａ棟９階 096-352-3865

大分労働局 〒 870 - 0037 大分市東春日町17番20号　大分第２ソフィアプラザビル３階 097-532-4025

宮崎労働局 〒 880 - 0805 宮崎市橘通東３丁目１番22号　宮崎合同庁舎４階 0985-38-8821

鹿児島労働局 〒 892 - 8535 鹿児島市山下町13番21号　鹿児島合同庁舎２階 099-222-8446

沖縄労働局 〒 900 - 0006 那覇市おもろまち２－１－１　那覇第２地方合同庁舎１号館３階 098-868-4403

郵便番号

都道府県労働局（雇用環境・均等部（室））所在地等一覧


